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震災前の要因が震災後の健康に及ぼす影響についての論文震災前 震災前後の要因の変化が震災後の健康に及ぼす影響についての論文震災前および震災後 震災後の要因が健康に及ぼす影響についての論文震災後 要因が震災後5年半以上の健康に及ぼす影響についての論文長期影響

掲載論文［ I n d e x ］
楽観主義者は震災後の回復力が高い ■ 楽観主義者の方が、災害後の抑うつ症状、心的外傷後ストレス症状が低い

親密な付き合いがあると、うつ症状のリスクが少ない ■ 震災前の社会的サポートでうつ症状発症リスク3割減

逆境体験のない人で目立つＰＴＳＤ発症 ■ 震災後の心的外傷後ストレス障害(PTSD) 幼少期に逆境体験ない方が顕著

震災前の社会的結びつきがＰＴＳＤを抑える ■ 震災被害および震災前の社会的結びつきとPTSD発症リスクの関連

人とのつながりの光と影 ■ 保健師、外部団体、被災者集団の間に見られた社会的つながりの光と影

集団移転で社会的結びつきを維持 ■ 移転方式と社会的結びつきの関連

被災者の睡眠障害の悪化・予防要因 ■ 被災後の経済的困難で睡眠障害のリスク最大で1.47倍高い

運動や趣味活動が抑うつ度の予防につながる ■ 運動グループと趣味グループへの参加増加が抑うつ悪化を予防

運動がうつ症状の悪化を抑える ■ 震災前後の抑うつ度の変化との関連の強さ

「地域の力」が認知機能低下を緩和 ■ 地域の社会的結びつきが災害後の認知症進行を緩和

震災前の重度のうつ症状傾向、死亡リスク高い ■ 災害時 死亡リスク うつ症状傾向で約4倍　災害後 死亡リスク 友人との交流で約半減

震災前の社会的結びつきが震災後の認知症進行を抑制 ■ 社会的な結びつきが被災経験による認知症の進行を緩和

「地域力」が自立度低下を緩和 ■ 社会的な結びつきが強い地域では、震災後の生活機能低下が約1/3に

仮設住宅への集団入居でメンタルヘルス良好 ■ 集団で仮設住宅に入居した人は、抽選で入居した人に比べ、人間関係が保たれ、
精神状態が良い人が2.5倍多かった
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社会的結びつきを強める取り組みが重要 ■ 住宅被害の深刻度に応じた認知症症状のレベルの増加

震災後の近所付き合い、うつ症状悪化を抑える ■ ご近所づきあいの変化と うつ症状の悪化の度合いの関係

転居は受け入れ地域の人間関係に影響 ■ 地震後に転居した人々の人間関係（信頼度）の変化

経済状況悪化で歯を失うリスクが増加 ■ 震災被害が大きかった人は、歯を失う割合が高い

ソーシャル・キャピタルの減少は抑うつ症状増加の要因とならない ■ 災害後の社会的サポート・社会的資本の減少は被災者の抑うつ症状増加を説明しない

3つの出来事がうつ症状悪化に影響 ■ 抑うつ症状の悪化の程度

内科受診は高齢者自立の鍵 ■ 震災による被害と高齢者自立度の悪化の関連

転居で飲食店が近くなると肥満リスクが上昇 ■ 自宅から飲食店・食料品店までの距離と肥満リスクの関連

自宅全壊、メタボリック症候群リスクに長期的影響 ■ 家屋被害の程度と震災前後のメタボリック症候群リスク変化（2010－2013年間）

住宅の転居と震災後のうつ発症の関連 ■ 仮設住宅への転居でうつ発症リスクが2倍に

うつ症状が死亡率を高める可能性 ■ 災害後のうつ症状、心的外傷後ストレス障害（PTSD）および死亡率

住宅被害が大きいほど認知症が進行 ■ 震災による住宅被害と認知症度の関連

震災被害で関節炎発症のリスク ■ 震災被害で関節炎発症のリスクが最大で16%増加

仮設住居への転居によるBMI増加リスク ■ 家屋損壊・仮設住宅への転居とBMI増加の関連性の実証

自宅喪失は５年半後も認知機能低下のリスク ■ 認知機能低下のリスク要因

メンタルヘルスへの長期的影響 ■ 2275人の被験者の心的外傷後ストレス症状と1735人のうつ病患者の調査
■ 個人の精神疾患症状は震災前後で変化するが、地域の有病率は変化しない

転居に伴いメタボリック症候群リスクが上昇 ■ 近隣環境と生活習慣病の相関関係

トラウマ体験と長期的な健康被害の関連 ■ 震災の長期的な健康効果が過小評価されていた可能性

メンタルヘルス問題の長期化防ぐ経済支援 ■ 心的外傷後ストレス症状のモデルの結果
■ 震災による失業と経済状態の低下がPTSSの持続や遅延発症に影響

集団移転の負の側面 ■ プレハブ仮設住宅への集団移転は肥満とうつのリスクを高める
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震災による認知機能障害には異質性が存在 ■ 元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響

■ 女性では男性より1.6倍PTSSが多い。地域コミュニティでの役割の減少が一因の可能性あり震災後の心的外傷後ストレス症状（PTSS）の男女差

震災経験が精神的健康に与える影響には異質性がある ■ 元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響

震災による家屋喪失が健康・幸福に与える長期的な影響 ■ 津波による家屋損失は、震災から9年後でも健康・幸福感に悪影響

■ 震災により心理的健康が損なわれた人では、伝統的な日本食を食べる傾向が減少

■ 関連は双方的であり、睡眠がPTSSの発症防止及び回復にも重要である可能性あり

■ 地理的なアクセスの改善はその後の歯科受診行動を促す可能性がある

■ 首尾一貫感覚の健康保護効果

■ 社会的サポートが上手く機能したか

■ 魚介類・鶏肉・ハム・麺類が少なく大豆製品が多い食事の高齢者で不眠症リスク0.70倍

■ 家屋被害の大きかった被災者の方がより現在バイアスを持つ

■ 震災後に家屋損壊のレベルに応じて観察された主観的幸福感の差は長期的には消失した震災被害と主観的幸福感の長期的な関連

震災が人々の価値観に影響を与えるのか ■ 震災が利他性に与える影響は世代によって異なる

■ 元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響

■ 震災後の認知機能は幼少期に逆境経験（貧困や虐待など）があると顕著に低下する

■ 適切な歯科治療は高齢者の栄養状態の維持に重要
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震災の機能障害への影響の異質性41

震災による食事内容への長期的な影響42

震災による心的外傷後ストレス症状（PTSS）と震災前後の睡眠の質の関連43

震災後の転居による歯科医院へのアクセスの改善が歯科受診を促した可能性44

震災被害の認知機能への脆弱性には幼少期の環境も影響している45

入れ歯を使っている人はタンパク質の摂取量が多い46
東日本大震災前の首尾一貫感覚(ストレス対処力)は軽～中程度の家屋被害が
健康やウェルビーイングに与える影響を緩和する47

震災被害は健康格差を拡大させなかった48

野菜・大豆製品・果物が少ない食事の高齢者は不眠症状の割合が高い49

被災経験は長期にわたり現在志向バイアスを強める傾向がある50

掲載論文紹介

岩沼プロジェクトでは、ソーシャル・キャピタルと健康の関連性について、

震災前のデータと震災後のデータを比較することで多くの知見を得ることができました。

研究関心がどこにあるのかを「震災前」「震災前および震災後」「震災後」「長期的影響」という

4つのカテゴリに分類し、論文を掲載いたしました。

岩沼プロジェクト

岩沼プロジェクトからの示唆
大規模な自然災害によるソーシャル・キャピタルの減少が、

どのくらい人々の健康に影響を及ぼすのか、という課題に対し、

岩沼プロジェクトでは震災前に得られたデータと震災後のデータを比較することで、

多くの示唆を得ることができました。
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被災経験は長期にわたり現在志向バイアスを強める傾向がある

この研究は、日本とフィリピンで起きた大災害が、人々の選好にどのように影響するかを経済実験によって検証した。宮城県岩沼市では2011年に東日本大震災が、フィリピン・東ラグ

ナ村では2012年に大洪水があった。この研究の結果、被災経験は、やるべきことを後回しにしてしまう、「現在志向バイアス」あるいは「双曲割引」の傾向を強めることがわかった。この

ような変化は、少なくとも6年間続くことが検証されたが、社会経済的背景(SES)が大きく異なる日本とフィリピンの、異なる災害（地震・津波と洪水）で同様の傾向がみられた。より詳細

な分析から、こうした傾向は学歴や所得、経済理由などではなく、メンタルヘルス面への影響から生じた結果であると考えられる。

家屋被害の大きかった被災者の方がより現在バイアスを持つ

50

Yusuke Kuroishi and Yasuyuki Sawada (2024). On the stability of preferences: 
Experimental evidence from two disasters, European Economic Review, Volume 
161, 104632, ISSN 0014-2921, https://doi.org/10.1016/j.euroecorev.2023.104632

長期影響

注）2017年の岩沼市実験で得られた現在バイアスの分布を示す。双曲
割引ファクターβが低いほど現在バイアス傾向が強い。赤線は自宅が
全壊ないしは大規模半壊した被災者であり、青線は自宅が軽微損傷な
いしは無被害だった実験参加者。
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相関係数：0.4924

どの地域が災害に
弱いかが見える

JAGES HEART 2019

JAGESでは、健康とくらしの調査データを用いて、地域分析のための「見える化」システムを構築しています。
名称を「地域マネジメント支援システム（英語表記：JAGES HEART）」として、提供しています。

このようなデータを「見える化」しています。

防災「見える化」システムの開発

ソーシャル・キャピタルが豊かな
地域ほど防災の備えあり

自宅が軽微損傷ないしは無被害だった被災者

自宅が全壊ないしは大規模半壊した被災者

双曲割引ファクターβ
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震災経験が精神的健康に与える影響には異質性がある ■ 元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響

震災による家屋喪失が健康・幸福に与える長期的な影響 ■ 津波による家屋損失は、震災から9年後でも健康・幸福感に悪影響

■ 震災により心理的健康が損なわれた人では、伝統的な日本食を食べる傾向が減少

■ 関連は双方的であり、睡眠がPTSSの発症防止及び回復にも重要である可能性あり

■ 地理的なアクセスの改善はその後の歯科受診行動を促す可能性がある

■ 首尾一貫感覚の健康保護効果

■ 社会的サポートが上手く機能したか

■ 魚介類・鶏肉・ハム・麺類が少なく大豆製品が多い食事の高齢者で不眠症リスク0.70倍

■ 家屋被害の大きかった被災者の方がより現在バイアスを持つ

■ 震災後に家屋損壊のレベルに応じて観察された主観的幸福感の差は長期的には消失した震災被害と主観的幸福感の長期的な関連

震災が人々の価値観に影響を与えるのか ■ 震災が利他性に与える影響は世代によって異なる

■ 元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響

■ 震災後の認知機能は幼少期に逆境経験（貧困や虐待など）があると顕著に低下する

■ 適切な歯科治療は高齢者の栄養状態の維持に重要

35
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37
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39

40

震災の機能障害への影響の異質性41

震災による食事内容への長期的な影響42

震災による心的外傷後ストレス症状（PTSS）と震災前後の睡眠の質の関連43

震災後の転居による歯科医院へのアクセスの改善が歯科受診を促した可能性44

震災被害の認知機能への脆弱性には幼少期の環境も影響している45

入れ歯を使っている人はタンパク質の摂取量が多い46
東日本大震災前の首尾一貫感覚(ストレス対処力)は軽～中程度の家屋被害が
健康やウェルビーイングに与える影響を緩和する47

震災被害は健康格差を拡大させなかった48

野菜・大豆製品・果物が少ない食事の高齢者は不眠症状の割合が高い49

被災経験は長期にわたり現在志向バイアスを強める傾向がある50

掲載論文紹介

岩沼プロジェクトでは、ソーシャル・キャピタルと健康の関連性について、

震災前のデータと震災後のデータを比較することで多くの知見を得ることができました。

研究関心がどこにあるのかを「震災前」「震災前および震災後」「震災後」「長期的影響」という

4つのカテゴリに分類し、論文を掲載いたしました。

岩沼プロジェクト

岩沼プロジェクトからの示唆
大規模な自然災害によるソーシャル・キャピタルの減少が、

どのくらい人々の健康に影響を及ぼすのか、という課題に対し、

岩沼プロジェクトでは震災前に得られたデータと震災後のデータを比較することで、

多くの示唆を得ることができました。

I W A N U M A
P R O J E C T

累
積
割
合（
％
）

被災経験は長期にわたり現在志向バイアスを強める傾向がある

この研究は、日本とフィリピンで起きた大災害が、人々の選好にどのように影響するかを経済実験によって検証した。宮城県岩沼市では2011年に東日本大震災が、フィリピン・東ラグ

ナ村では2012年に大洪水があった。この研究の結果、被災経験は、やるべきことを後回しにしてしまう、「現在志向バイアス」あるいは「双曲割引」の傾向を強めることがわかった。この

ような変化は、少なくとも6年間続くことが検証されたが、社会経済的背景(SES)が大きく異なる日本とフィリピンの、異なる災害（地震・津波と洪水）で同様の傾向がみられた。より詳細

な分析から、こうした傾向は学歴や所得、経済理由などではなく、メンタルヘルス面への影響から生じた結果であると考えられる。

家屋被害の大きかった被災者の方がより現在バイアスを持つ

50

Yusuke Kuroishi and Yasuyuki Sawada (2024). On the stability of preferences: 
Experimental evidence from two disasters, European Economic Review, Volume 
161, 104632, ISSN 0014-2921, https://doi.org/10.1016/j.euroecorev.2023.104632

長期影響

注）2017年の岩沼市実験で得られた現在バイアスの分布を示す。双曲
割引ファクターβが低いほど現在バイアス傾向が強い。赤線は自宅が
全壊ないしは大規模半壊した被災者であり、青線は自宅が軽微損傷な
いしは無被害だった実験参加者。
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相関係数：0.4924

どの地域が災害に
弱いかが見える

JAGES HEART 2019

JAGESでは、健康とくらしの調査データを用いて、地域分析のための「見える化」システムを構築しています。
名称を「地域マネジメント支援システム（英語表記：JAGES HEART）」として、提供しています。

このようなデータを「見える化」しています。

防災「見える化」システムの開発

ソーシャル・キャピタルが豊かな
地域ほど防災の備えあり

自宅が軽微損傷ないしは無被害だった被災者

自宅が全壊ないしは大規模半壊した被災者

双曲割引ファクターβ



震災前の社会的結びつきがＰＴＳＤを抑える

災害で大切な人を亡くすなどした人は心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）のリスクが高まるとされる。近隣住民の社会的結びつきが強いとＰＴＳＤの発症が抑えられる可能性のあ

ることが岩沼市での研究で明らかになった。米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らは、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を調べた3,606人分のデータを分析。

10年の調査を基に個人レベルの社会的結びつきの豊かさと、市内に99ある行政区レベルの社会的結びつきの豊かさを点数化した。分析の結果、13年時点でＰＴＳＤのリスクが

高い人は全体の11.4％を占めた。親族あるいは友人を亡くした人と、自宅が損壊した人ではそうした被害がなかった人に比べ、ＰＴＳＤ発症のリスクがそれぞれ1.94倍、1.64倍と高

かった。一方、震災前に社会的結びつきが豊かだった人はそうでない人に比べ、発症リスクは0.87倍、社会的結びつきが豊かな行政区に暮らしていた人はそうでない人に比べ

0.75倍といずれも低かった。日頃から個人レベルでも地域レベルでも社会的結びつきを豊かにしておくことが、災害時の心の健康を保つために重要であることが示された。
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*P < 0.05; **P < 0.01; ***P < 0.0001
統計学的に有意差があることを示している

※グラフの見方
数値（オッズ比）は、PTSDになる確率を表しており、親族あるいは友人を失った
人は、そうでない人に比べて、1.94倍PTSDを発症しやすいという結果が得られ
ました。一方、社会的結びつきが豊かな人は、そうでない人に比べてPTSD発症
のリスクは0.87倍、個人としての社会的結びつきの豊かさに関わらず、社会的結
びつきが豊かな地域コミュニティに暮らす人たちでは、PTSD発症のリスクは
0.75倍でした。

親族あるいは
友人の喪失

家屋被害 個人レベルの
社会的結びつき

地域コミュ二ティー
レベルの

社会的結びつき

震災被害および震災前の社会的結びつきとPTSD発症リスクの関連

震災前および震災後4

Hikichi H, Aida J, Tsuboya T, Kondo K, Kawachi I: Can Communi ty Social Cohesion Prevent 
Posttraumatic Stress Disorder in the Aftermath of a Disaster?A Natural Experiment From 
the 2011 Tohoku Earthquake and Tsunami. Am J Epidemiol. 2016 May 15;183(10):902-10. 
doi:10.1093/aje/kwv335. Epub 2016 Mar 29.

逆境体験のない人で目立つＰＴＳＤ発症

心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）は強い恐怖を感じた後、その体験が記憶に残り、何度も思い出されて恐怖におびえるという病気だ。親との死別などの逆境体験が幼少期にな

い人はそうした体験がある人に比べ、震災で被害を受けた場合に心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の割合が目立って多かった。米ノースカロライナ大チャペルヒル校の井上陽

介らはそんな研究結果をまとめた。ＪＡＧＥＳが2013年に岩沼市の高齢者を対象に実施した調査で、親との死別や虐待、経済的困窮など幼少期の逆境体験に関する質問に答え

た580人のデータを分析。震災後にＰＴＳＤがみられた人は9.7％で、自宅が被害に遭った人と、親族や友人と死別した人は、どちらもＰＴＳＤのリスクが高かった。逆境体験のない人

では、震災による自宅への被害も、親族や友人との死別もＰＴＳＤの発症と関連していたのに対し、逆境体験のある人ではそうした関連がみられなかった。

逆境体験あり
逆境体験なし
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※各群に含まれる人数について：家屋への被害あり・幼少期
の逆境体験あり（n=30）、あり・なし（n=13）、なし・あり
（n=320）、なし・なし（n=217）。親類・友人の喪失あり・幼
少期の逆境体験あり（n=135）、あり・なし（n=84）、なし・
あり（n=215）、なし・なし（n=146）。

家屋への被害 親類・友人の喪失

（n=580）

震災後の心的外傷後ストレス障害(PTSD) 幼少期に逆境体験ない方が顕著

震
災
後

震
災
後

震
災
前

震
災
前

震災前3

Inoue Y, Stickley A, Yazawa A, Aida J, Kawachi I, Kondo K, Fujiwara T: 
Adverse childhood experiences, exposure to a natural disaster and 
posttraumatic stress disorder among survivors of the 2011 Great East 
Japan earthquake and tsunami. Epidemiol Psychiatr Sci. 2019 Feb;28
(1):45-53. doi:10.1017/S2045796017000233. Epub 2017 May 15.

親密な付き合いがあると、うつ症状のリスクが少ない

心配事を打ち明けたり病気のときに会える親しい間柄の友人・知人がいた人は、そういう人がいなかった人に比べ、震災後のうつ症状のリスクが3割低い。

国立保健医療科学院の佐々木由理らはそんな研究結果をまとめた。2010年と13年に岩沼市の高齢者を調べたＪＡＧＥＳのデータを基に、震災前の10年にうつ症状ではなかった

2,242人について分析した。震災後、全体の16.2％にうつ症状がみられた。震災前に親しい間柄の友人・知人がいた人は、いなかった人に比べ、震災で自宅への被害と親族・友

人との死別をいずれも経験した場合でも、うつ症状が出るリスクが低かった。高齢者が社会とのつながりを持てる環境を普段からつくっておくことの重要性を示す結果と言える。

0.00
あり（n=1,743） なし（基準）（n=317）

0.70

1

0.50

1.00
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状
発
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「年齢」、「性別」、「所得」、「独居」、更に、震災による「家屋被害」および「身近な
親族や友人との死別」の影響を調整しています。
＊は統計的に有意な関連があったことを示しています。

社会的サポートの授受

震災前の社会的サポートの授受があると
震災後のうつ症状発症リスクが3割少ない

＊

震災前の社会的サポートでうつ症状発症リスク3割減

震災前2

Sasaki Y, Aida J, Tsuji T, Koyama S, Tsuboya T, Saito T, Kon do K, Kawachi I: Pre-disaster social 
support is protective for onset of post-disaster depression: Prospective study from the 
Great  East  Japan Ear thquake  &  Tsunami .  Sc i  Rep .  2019  Dec  19 ;9 (1 ) :19427 .  
doi:10.1038/s41598-019-55953-7.

一般的には、楽観主義であることは逆境体験に対する精神状態維持に重要な役割を果たすといわれている。一方、震災などの自然災害の場合、楽観主義は精神状態の維持に不利に働

く可能性も指摘されていた。JAGESでは、東日本大震災で被災した岩沼市の高齢者3,567名に対し、震災前の2010年と震災後の2013年と2016年に調査し、楽観主義と抑うつ症状、心

的外傷後ストレス症状の関連について調べた。その結果、災害前から気質的に楽観性が高いほど、地震後の抑うつ症状およびPTSSの発症が抑えられていることがわかった。しかし、過

度な楽観主義は抑うつ症状の緩和は見られたが、PTSSの低下には関連が見られなかった。災害前の前向きな姿勢は、震災で受けたストレスからの回復力が高いことが実証された。

楽観主義者の方が、災害後の抑うつ症状、心的外傷後ストレス症状が低い

楽観主義者は震災後の回復力が高い1 震災前

* p <0.05

うつ症状の発症リスク PTSS発症リスク
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0.78＊ 0.83＊

1.001.00

Gero K, Aida J, Shirai K, Kondo K, Kawachi I: Dispositional Optimism 
and Disaster Resilience: A natural experiment from the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami. Soc Sci Med. 2021 
Mar;273:113777. doi:10.1016/j.socscimed.2021.113777.

非楽観主義者（n=2,605）
楽観主義者（n=962）
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入れ歯を使っている人はタンパク質の摂取量が多い

高齢者におけるタンパク質の低摂取はフレイルやサルコペニアにつながることが知られている。本研究では、歯数の少ない人で入れ歯を使っていると、どの程度タンパク質摂取が

改善するのかを検討した。2019年の栄養調査に回答した2,095人を対象として分析した結果、歯数が20本以上の人と比べて、0～9本の人ではタンパク質の摂取が大きく低下して

いた。しかし、入れ歯を使っていると歯数の減少によるタンパク質摂取の低下が7～ 8割程度改善する可能性が示唆された。

適切な歯科治療は高齢者の栄養状態の維持に重要

46

Kusama T, Takeuchi K, Kiuchi S, Aida J, Hikichi H, Sasaki S, 
Kondo K, Osaka K. Dental prosthesis use is associated with 
higher protein intake among older adults with tooth loss. J 
O r a l  R e h a b i l .  2 0 2 3 ; 5 0 ( 1 1 ) : 1 2 2 9 - 1 2 3 8 .  D O I :  
https://doi.org/10.1111/joor.13554.
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79.4%改善

71.2%改善

本研究では東日本大震災の7か月前と3年後に行われた高齢者のパネルデータを利用し（3,594人）、ストレス対処力の1つである首尾一貫感覚(Sence of Coherence: SOC)が

被災経験による健康およびウェルビーイングの毀損を緩和するという仮説を検証した。解析の結果、軽度～中度の家屋被害を経験した人の間では、震災前のSOCは精神的苦痛、

不幸福感、地域における相互扶助に対する期待の低さ、地域コミュニティへの愛着の弱さに対して保護的に関連していた。一方で、住宅を失った人々の間では、SOCの保護効果

は見られなかった。深刻な被災によりストレス対処のための資源（経済的、人的資源等）を喪失したことが原因だと考えられる。

首尾一貫感覚の健康保護効果

Hik ich i ,  H . ,  Sh iba ,  K . ,  A ida ,  J .  e t  a l .  
Association between sense of coherence and 
health and well-being among older survivors of 
a natural disaster: a prospective outcome-wide 
s t u d y .  S c i  R e p  1 3 ,  1 6 3 8 5  ( 2 0 2 3 ) .  
https://doi.org/10.1038/s41598-023-43672-z

東日本大震災前の首尾一貫感覚(ストレス対処力)は
軽～中程度の家屋被害が健康やウェルビーイングに与える影響を緩和する

47
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震災被害は健康格差を拡大させなかった

災害は、社会経済的要因による健康格差を拡大させる可能性があることが知られている。そこで、2011年の東日本大震災およびそれに伴う津波の被害を受けた地域で、震災による大

きな被害を免れた地域と比較して、高齢者の健康格差が拡大したかどうかを検証した。その結果、2011年の東日本大震災およびそれに伴う津波被害は、高齢者における健康格差の

既存のパターンを悪化させていなかったことが明らかになった。社会経済的に不利な立場にある人々のグループを対象に、より多くのリソースを選択的に提供することで、震災後の健

康格差の拡大を軽減することができた可能性が示唆された。

社会的サポートが上手く機能したか

48

Kino S, Aida J, Kondo K, Kawachi I. Do disasters exacerbate socioeconomic inequalities in health among older people? Int J Disaster Risk Reduct. 2023 Nov;98:104071. doi: 10.1016/j.ijdrr.2023.104071.
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野菜・大豆製品・果物が少ない食事の高齢者は不眠症状の割合が高い49

健康的ではない食事は、睡眠障害を引き起こす可能性が報告されている。本研究では、高齢者における食事パターンを特定し、その特定した食事パターンと不眠症と2つの不眠症状

（入眠困難・中途覚醒）との関連を調べた。2019年の食事調査に回答した1,311人を対象として分析した結果、野菜・大豆製品・果物をよく食べ、米飯をあまり食べない食事パター

ン①、魚介類・鶏肉・ハム・麺類をよく食べ、大豆製品をあまり食べない食事パターン②を特定した。食事パターン①の遵守度が高い人に比べ、低い人では入眠困難のリスクが高く、

食事パターン②の遵守度が高い人に比べ、低い人で不眠症のリスクが低いことが明らかになった。野菜・大豆製品・果物をよく食べる食事が高齢者の不眠症状のリスクを軽減する

可能性が示唆された。

Kinugawa A, Kusama T, Takeuchi 
K,  et  a l .  Associat ion between 
d ie ta ry  pa t te rn  and insomnia  
symptoms among independent older 
adults: A cross-sectional study 
based on JAGES. Sleep Med. 
Published online October 2, 2023. 
doi:10.1016/j.sleep.2023.09.027

魚介類・鶏肉・ハム・麺類が少なく大豆製品が多い食事の高齢者で不眠症リスク0.70倍
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震災前の社会的結びつきがＰＴＳＤを抑える

災害で大切な人を亡くすなどした人は心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）のリスクが高まるとされる。近隣住民の社会的結びつきが強いとＰＴＳＤの発症が抑えられる可能性のあ

ることが岩沼市での研究で明らかになった。米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らは、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を調べた3,606人分のデータを分析。

10年の調査を基に個人レベルの社会的結びつきの豊かさと、市内に99ある行政区レベルの社会的結びつきの豊かさを点数化した。分析の結果、13年時点でＰＴＳＤのリスクが

高い人は全体の11.4％を占めた。親族あるいは友人を亡くした人と、自宅が損壊した人ではそうした被害がなかった人に比べ、ＰＴＳＤ発症のリスクがそれぞれ1.94倍、1.64倍と高

かった。一方、震災前に社会的結びつきが豊かだった人はそうでない人に比べ、発症リスクは0.87倍、社会的結びつきが豊かな行政区に暮らしていた人はそうでない人に比べ

0.75倍といずれも低かった。日頃から個人レベルでも地域レベルでも社会的結びつきを豊かにしておくことが、災害時の心の健康を保つために重要であることが示された。
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統計学的に有意差があることを示している

※グラフの見方
数値（オッズ比）は、PTSDになる確率を表しており、親族あるいは友人を失った
人は、そうでない人に比べて、1.94倍PTSDを発症しやすいという結果が得られ
ました。一方、社会的結びつきが豊かな人は、そうでない人に比べてPTSD発症
のリスクは0.87倍、個人としての社会的結びつきの豊かさに関わらず、社会的結
びつきが豊かな地域コミュニティに暮らす人たちでは、PTSD発症のリスクは
0.75倍でした。

親族あるいは
友人の喪失

家屋被害 個人レベルの
社会的結びつき

地域コミュ二ティー
レベルの

社会的結びつき

震災被害および震災前の社会的結びつきとPTSD発症リスクの関連

震災前および震災後4

Hikichi H, Aida J, Tsuboya T, Kondo K, Kawachi I: Can Communi ty Social Cohesion Prevent 
Posttraumatic Stress Disorder in the Aftermath of a Disaster?A Natural Experiment From 
the 2011 Tohoku Earthquake and Tsunami. Am J Epidemiol. 2016 May 15;183(10):902-10. 
doi:10.1093/aje/kwv335. Epub 2016 Mar 29.

逆境体験のない人で目立つＰＴＳＤ発症

心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）は強い恐怖を感じた後、その体験が記憶に残り、何度も思い出されて恐怖におびえるという病気だ。親との死別などの逆境体験が幼少期にな

い人はそうした体験がある人に比べ、震災で被害を受けた場合に心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の割合が目立って多かった。米ノースカロライナ大チャペルヒル校の井上陽

介らはそんな研究結果をまとめた。ＪＡＧＥＳが2013年に岩沼市の高齢者を対象に実施した調査で、親との死別や虐待、経済的困窮など幼少期の逆境体験に関する質問に答え

た580人のデータを分析。震災後にＰＴＳＤがみられた人は9.7％で、自宅が被害に遭った人と、親族や友人と死別した人は、どちらもＰＴＳＤのリスクが高かった。逆境体験のない人

では、震災による自宅への被害も、親族や友人との死別もＰＴＳＤの発症と関連していたのに対し、逆境体験のある人ではそうした関連がみられなかった。
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Inoue Y, Stickley A, Yazawa A, Aida J, Kawachi I, Kondo K, Fujiwara T: 
Adverse childhood experiences, exposure to a natural disaster and 
posttraumatic stress disorder among survivors of the 2011 Great East 
Japan earthquake and tsunami. Epidemiol Psychiatr Sci. 2019 Feb;28
(1):45-53. doi:10.1017/S2045796017000233. Epub 2017 May 15.

親密な付き合いがあると、うつ症状のリスクが少ない

心配事を打ち明けたり病気のときに会える親しい間柄の友人・知人がいた人は、そういう人がいなかった人に比べ、震災後のうつ症状のリスクが3割低い。

国立保健医療科学院の佐々木由理らはそんな研究結果をまとめた。2010年と13年に岩沼市の高齢者を調べたＪＡＧＥＳのデータを基に、震災前の10年にうつ症状ではなかった

2,242人について分析した。震災後、全体の16.2％にうつ症状がみられた。震災前に親しい間柄の友人・知人がいた人は、いなかった人に比べ、震災で自宅への被害と親族・友

人との死別をいずれも経験した場合でも、うつ症状が出るリスクが低かった。高齢者が社会とのつながりを持てる環境を普段からつくっておくことの重要性を示す結果と言える。
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「年齢」、「性別」、「所得」、「独居」、更に、震災による「家屋被害」および「身近な
親族や友人との死別」の影響を調整しています。
＊は統計的に有意な関連があったことを示しています。

社会的サポートの授受

震災前の社会的サポートの授受があると
震災後のうつ症状発症リスクが3割少ない

＊

震災前の社会的サポートでうつ症状発症リスク3割減

震災前2

Sasaki Y, Aida J, Tsuji T, Koyama S, Tsuboya T, Saito T, Kon do K, Kawachi I: Pre-disaster social 
support is protective for onset of post-disaster depression: Prospective study from the 
Great  East  Japan Ear thquake  &  Tsunami .  Sc i  Rep .  2019  Dec  19 ;9 (1 ) :19427 .  
doi:10.1038/s41598-019-55953-7.

一般的には、楽観主義であることは逆境体験に対する精神状態維持に重要な役割を果たすといわれている。一方、震災などの自然災害の場合、楽観主義は精神状態の維持に不利に働

く可能性も指摘されていた。JAGESでは、東日本大震災で被災した岩沼市の高齢者3,567名に対し、震災前の2010年と震災後の2013年と2016年に調査し、楽観主義と抑うつ症状、心

的外傷後ストレス症状の関連について調べた。その結果、災害前から気質的に楽観性が高いほど、地震後の抑うつ症状およびPTSSの発症が抑えられていることがわかった。しかし、過

度な楽観主義は抑うつ症状の緩和は見られたが、PTSSの低下には関連が見られなかった。災害前の前向きな姿勢は、震災で受けたストレスからの回復力が高いことが実証された。

楽観主義者の方が、災害後の抑うつ症状、心的外傷後ストレス症状が低い

楽観主義者は震災後の回復力が高い1 震災前

* p <0.05
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Gero K, Aida J, Shirai K, Kondo K, Kawachi I: Dispositional Optimism 
and Disaster Resilience: A natural experiment from the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami. Soc Sci Med. 2021 
Mar;273:113777. doi:10.1016/j.socscimed.2021.113777.
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入れ歯を使っている人はタンパク質の摂取量が多い

高齢者におけるタンパク質の低摂取はフレイルやサルコペニアにつながることが知られている。本研究では、歯数の少ない人で入れ歯を使っていると、どの程度タンパク質摂取が

改善するのかを検討した。2019年の栄養調査に回答した2,095人を対象として分析した結果、歯数が20本以上の人と比べて、0～9本の人ではタンパク質の摂取が大きく低下して

いた。しかし、入れ歯を使っていると歯数の減少によるタンパク質摂取の低下が7～ 8割程度改善する可能性が示唆された。

適切な歯科治療は高齢者の栄養状態の維持に重要

46

Kusama T, Takeuchi K, Kiuchi S, Aida J, Hikichi H, Sasaki S, 
Kondo K, Osaka K. Dental prosthesis use is associated with 
higher protein intake among older adults with tooth loss. J 
O r a l  R e h a b i l .  2 0 2 3 ; 5 0 ( 1 1 ) : 1 2 2 9 - 1 2 3 8 .  D O I :  
https://doi.org/10.1111/joor.13554.
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本研究では東日本大震災の7か月前と3年後に行われた高齢者のパネルデータを利用し（3,594人）、ストレス対処力の1つである首尾一貫感覚(Sence of Coherence: SOC)が

被災経験による健康およびウェルビーイングの毀損を緩和するという仮説を検証した。解析の結果、軽度～中度の家屋被害を経験した人の間では、震災前のSOCは精神的苦痛、

不幸福感、地域における相互扶助に対する期待の低さ、地域コミュニティへの愛着の弱さに対して保護的に関連していた。一方で、住宅を失った人々の間では、SOCの保護効果

は見られなかった。深刻な被災によりストレス対処のための資源（経済的、人的資源等）を喪失したことが原因だと考えられる。

首尾一貫感覚の健康保護効果

Hik ich i ,  H . ,  Sh iba ,  K . ,  A ida ,  J .  e t  a l .  
Association between sense of coherence and 
health and well-being among older survivors of 
a natural disaster: a prospective outcome-wide 
s t u d y .  S c i  R e p  1 3 ,  1 6 3 8 5  ( 2 0 2 3 ) .  
https://doi.org/10.1038/s41598-023-43672-z

東日本大震災前の首尾一貫感覚(ストレス対処力)は
軽～中程度の家屋被害が健康やウェルビーイングに与える影響を緩和する

47
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震災被害は健康格差を拡大させなかった

災害は、社会経済的要因による健康格差を拡大させる可能性があることが知られている。そこで、2011年の東日本大震災およびそれに伴う津波の被害を受けた地域で、震災による大

きな被害を免れた地域と比較して、高齢者の健康格差が拡大したかどうかを検証した。その結果、2011年の東日本大震災およびそれに伴う津波被害は、高齢者における健康格差の

既存のパターンを悪化させていなかったことが明らかになった。社会経済的に不利な立場にある人々のグループを対象に、より多くのリソースを選択的に提供することで、震災後の健

康格差の拡大を軽減することができた可能性が示唆された。

社会的サポートが上手く機能したか

48

Kino S, Aida J, Kondo K, Kawachi I. Do disasters exacerbate socioeconomic inequalities in health among older people? Int J Disaster Risk Reduct. 2023 Nov;98:104071. doi: 10.1016/j.ijdrr.2023.104071.

IADLの教育格差（RII）

うつ症状の教育格差（RII）

-0.6
2010 2013 2016 2019

0

-0.1

-0.2

-0.3

-0.4

-0.5

震災

DID estimate(SE):-0.008(0.417)

うつ症状の収入格差（RII）

2010 2013 2016 2019

0

-0.2

-0.4

-0.6

-0.8

-1
震災

DID estimate(SE):-0.143(0.384)

IADLの収入格差（RII）

2010 2013 2016 2019

0.1

0.08

0.06

0.04

0.02

0
震災

DID estimate(SE):0.046(0026)
0

1.2

1

0.8

0.6

0.4

0.2

IADLの収入格差（SII）

2010 2013 2016 2019震災

DID estimate(SE):0.547(0.314)

うつ症状の収入格差（SII）

2010 2013 2016 2019

0

-0.5

-1

-1.5

-2

-2.5

-3
震災

DID estimate(SE):-0.529(0.779)

うつ症状の教育格差（SII）

2010 2013 2016 2019

0

-0.5

-1

-1.5

-2
震災

DID estimate(SE):-0.354(0.926)

2010 2013 2016 2019

0.2

0.15

0.1

0.05

0
震災

DID estimate(SE):0.090*(0.043)

IADLの教育格差（SII）

2010 2013 2016 2019

2

1.5

1

0.5

0
震災

DID estimate(SE):0.974(0.519)

岩沼市

その他
の地域

野菜・大豆製品・果物が少ない食事の高齢者は不眠症状の割合が高い49

健康的ではない食事は、睡眠障害を引き起こす可能性が報告されている。本研究では、高齢者における食事パターンを特定し、その特定した食事パターンと不眠症と2つの不眠症状

（入眠困難・中途覚醒）との関連を調べた。2019年の食事調査に回答した1,311人を対象として分析した結果、野菜・大豆製品・果物をよく食べ、米飯をあまり食べない食事パター

ン①、魚介類・鶏肉・ハム・麺類をよく食べ、大豆製品をあまり食べない食事パターン②を特定した。食事パターン①の遵守度が高い人に比べ、低い人では入眠困難のリスクが高く、

食事パターン②の遵守度が高い人に比べ、低い人で不眠症のリスクが低いことが明らかになった。野菜・大豆製品・果物をよく食べる食事が高齢者の不眠症状のリスクを軽減する

可能性が示唆された。

Kinugawa A, Kusama T, Takeuchi 
K,  et  a l .  Associat ion between 
d ie ta ry  pa t te rn  and insomnia  
symptoms among independent older 
adults: A cross-sectional study 
based on JAGES. Sleep Med. 
Published online October 2, 2023. 
doi:10.1016/j.sleep.2023.09.027

魚介類・鶏肉・ハム・麺類が少なく大豆製品が多い食事の高齢者で不眠症リスク0.70倍
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歯数が20本以上の人と比較した摂取エネルギーあたりのタンパク質摂取量の差（%E)



人とのつながりの光と影

被災者の生活に「人とのつながり」が果たした役割を調べるため、米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らは2013年、生活支援に携わった宮城県の保健師22人を４グルー

プに分け、体験を話し合ってもらった。「震災前から女性たちが防災訓練や物資備蓄をしていた地域では行政の支援が届くまでの間、支え合って生活していた」「顔見知りが少な

い仮設住宅でも、体操やイベントなどを通じ、新しいつながりが生まれた」という報告があった一方で「ある避難所では女性全員が早朝から炊き出しをするという男性リーダーの主

張が通り、女性らが疲労や不眠を訴えた」「被害が比較的軽い地域の人は遠慮して自分の大変さを口にしにくく、外から来た支援者にはつらい気持ちを話せる」など地域社会の

マイナス面も指摘された。こうした事例から①平常時からコミュニティー内部で人とのつながりをつくる②弱い立場の人が阻害されないよう外部の人が支援する③行政側は非常

時に起こる問題の解決に向け、地域のキーパーソンや住民同士のつながりを理解しておくといった教訓が得られた。

連結型ソーシャル・キャピタル（行政とのつながり）

ボランティア団体など

保健師

避難所及び仮設住宅内の
コミュニティー

橋渡し型ソーシャル・キャピタル
（外部組織とのつながり）
・孤立型支援 
・イベント主催
・炊き出し

・地域リーダーとの連携
・情報収集

・生活支援
・健康相談

結束型
ソーシャル・キャピタル
（地域コミュニティ内のつながり）

相互扶助 
生活再建に向けた情報交換
孤立者
立場の弱い人への作業の
押し付け、不理解

・外部支援者同士の連携

保健師、外部団体、被災者集団の間に見られた社会的つながりの光と影

集団移転で社会的結びつきを維持

震災後に高齢者の健康を維持するには、社会的な結びつきを保つことが重要だ。自宅が被害に遭って転居した人のうち、震災前のコミュニティーでまとまってプレハブ仮設住宅

に入った人では、実際に社会的な結びつきが維持されたとする研究結果を、米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。ＪＡＧＥＳの調査データを基に、3,421人につ

いて分析。震災前のコミュニティーでまとまってプレハブ仮設に集団移転した人は2.4％で、くじ引きでプレハブ仮設に入居したり行政が民間物件を借り上げる「みなし仮設」に入

居したりする個別移転をした人は2.9％だった。友人・知人に会う頻度、スポーツクラブや趣味の会に参加する頻度などを点数化して社会的結びつきの強さを測り、震災前後の

変化を比較。集団移転には社会的結びつきを強める効果があったのに対し、個別移転は逆に弱めることが分かった。個別移転が社会的結びつきを弱める効果は、うつ症状と同

程度だった。集団移転によって社会的結びつきが維持され、健康も守られる可能性が示唆された。
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性別、年齢、教育歴、世帯年収（等価所得）、就労状況、婚姻状況、世帯状況
（独居かどうか）、うつ症状の影響を考慮したもの

※移転方式と震災前後の社会的結びつきの変化の関連を示している。
※集団移転は社会的結びつきを0.053ポイント高めるのに対し、個別移転は
　0.039ポイント低下させることが示唆された。

移転方式と社会的結びつきの関連

集団移転 個別移転

被災者の睡眠障害の悪化・予防要因

自然災害の被害に遭った人にとって、最も多い健康問題の一つが睡眠障害だ。睡眠障害は、2型糖尿病や心血管疾患といった慢性疾患、精神疾患の発症に関連するとの報告

がある。米ハーバード公衆衛生大学院のXiaoyu Liらは被災後の睡眠障害を緩和する方法を探るため、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市で高齢者を調査したデータを分析。

13年時点で全体の41％が「寝付きが悪い」、27％が「睡眠の質が低い」、22％が「睡眠薬を使っている」と答えた。震災による被害のうち「経済的困難」「自宅への被害」「医療機

関への受診が難しい状況」が睡眠障害に関連していることが判明。震災前に「看病してくれる人がいたこと」の方が「愚痴を聞いてくれる人がいたこと」よりも、睡眠障害の緩和に

つながるという結果も得られた。災害後、長期間にわたって睡眠障害の実態を追跡した研究は初めて。高齢者にとっては普段のサポート体制の整備に加え、被災後の経済支援

や家屋の修理、医療支援が長期的な健康維持に役立つ可能性が示された。

被災後の経済的困難で睡眠障害のリスク最大で1.47倍高い

図. 震災経験/被災前の社会的サポートの有無と
被災3年後の睡眠障害の関係
（男性 n=1,542　女性 n=2,005）
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①図中の印が示す値
　（リスク比）が
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・1より小さいほど
　睡眠障害の発症が少ない

②横線がリスク比1の縦線と
　交わらない場合、
　統計学的に有意な
　結果である
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震災による食事内容への長期的な影響

自然災害により心臓血管代謝疾患のリスクが上昇する可能性が指摘されており、これは食事の変化によって媒介される可能性がある。本研究では、東日本大震災から9年後の高齢者

の食事パターンを調査し、心的外傷後ストレス症状（PTSS）/抑うつの発症が食事パターンに与える影響を調査した。結果、PTSSおよびうつ症状がある人では、健康的な食事、すな

わち伝統的な日本食パターンの摂取が少なくなっていた。またPTSSは、不健康な食事パターン、すなわち果物/野菜の摂取が少なく炭水化物が豊富な食事や、アルコールおよび加

工食品を含むタンパク質が多い食事と関連していた。特に抑うつを発症した男性は、アルコールや加工食品を含むタンパク質の摂取が多い食事パターンに陥りやすかった。震災によ

る心理影響は、長期間にわたり食習慣に有害な影響を与えるようだ。

震災により心理的健康が損なわれた人では、伝統的な日本食を食べる傾向が減少

食事パターン1
健康的な伝統的日本食（野菜、大豆製品、フルーツが多い）

食事パターン2
炭水化物が多い西洋食（スナック、お菓子、パン、麺類が多い）

食事パターン3
お酒とおつまみが多い（お酒、肉、魚介類、加工食品、麺類が多い）

42

Yazawa A, Shiba K, Hikichi H, Okuzono SS, Aida J, Kondo K, Sasaki S, Kawachi I. (2023) Post-disaster mental 
health and dietary patterns among older survivors of an earthquake and tsunami. The Journal of Nutrition, 
Health & Aging 27, 124‒133 https://doi.org/10.1007/s12603-023-1887-z 男性 女性
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睡眠障害は心的外傷後ストレス症状

（PTSS）の中心的な症状と考えられてい

るが、睡眠とPTSSの双方向的な関係性

は確立されていない。本研究は、震災前

後に繰り返し取得されたデータを活かし、

（1）災害前に睡眠の問題があった人で

PTSSを発症する可能性が高いか、（2）

災害後の睡眠障害がPTSSからの回復

を妨げるか、（3）災害後の睡眠障害が

PTSSの遅延発症リスクを増加させる

か、（4）PTSSから回復した人々が睡眠の

問題からも回復したかどうかの４点を検

討した。結果、関連は双方に有意であり、

震災前に良い睡眠をとっていた人では

PTSSを発症するリスクは低く、災害後に

よく眠れていた人ではPTSSから回復す

る可能性が高かった。｠

関連は双方的であり、睡眠がPTSSの発症防止及び回復にも重要である可能性あり

Yazawa A, Shiba K, Hikichi H, Okuzono SS, 
Kawachi I. (2023) Bidirectional associations 
between posttraumatic stress symptoms and sleep 
quality among older survivors of the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami. Sleep, 46(6), 
zsad106, https://doi.org/10.1093/sleep/zsad106

震災による心的外傷後ストレス症状（PTSS）と震災前後の睡眠の質の関連43
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震災後の転居による歯科医院へのアクセス改善が歯科受診を促した可能性

これまでの研究では歯科医院が家の近くにない人は口腔の健康状態が悪いことが分かっていたが、歯科医院が家の近くにない人の歯科医院までの地理的なアクセスが改善するこ

とで歯科医院に行くようになるかは分かっていなかった。そこで、自然災害後の住民あるいは歯科医院の非自発的転居に注目することでこの関連を検証した。その結果、被災地域住民

において、歯科医院への地理的なアクセスが改善することで歯科受診行動が促進された可能性が示された。

地理的なアクセスの改善はその後の歯科受診行動を促す可能性がある

44

Yamamoto T, Hanazato M, Hikichi H, et al .  Change in 
Geographic Accessibility to Dental Clinics Affects Access to 
Care. Journal of Dental Research. 2023;102(7):719-726. 
doi:10.1177/00220345231167771

震災被害の認知機能への脆弱性には幼少期の環境も影響している45

幼少期の生育歴が高齢期の健康に長期的な影響があることは知られているが、高齢期の震災経験との相乗効果や認知能力低下への影響はこれまで研究されていなかった。本研究

ではいくつかの機械学習を合わせたアプローチを用いて、幼少期に虐待を受けた経験や貧困経験のある個人の方が、そうでない個人と比較して、震災経験後の認知能力がより多く

低下することを示した。震災後の脆弱性は高齢期の生活環境だけでなく、幼少期の環境も影響する事を明らかにした。

Okuzono, S. S., Slopen, N., Shiba, K., Yazawa, A., Kondo, K., & 
Kawachi, I. (2023). Do adverse childhood experiences modify the 
association between disaster-related trauma and cognitive disability?. 
American journal of epidemiology, kwad158.

震災後の認知機能は幼少期に逆境経験（貧困や虐待など）があると顕著に低下する
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人とのつながりの光と影

被災者の生活に「人とのつながり」が果たした役割を調べるため、米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らは2013年、生活支援に携わった宮城県の保健師22人を４グルー

プに分け、体験を話し合ってもらった。「震災前から女性たちが防災訓練や物資備蓄をしていた地域では行政の支援が届くまでの間、支え合って生活していた」「顔見知りが少な

い仮設住宅でも、体操やイベントなどを通じ、新しいつながりが生まれた」という報告があった一方で「ある避難所では女性全員が早朝から炊き出しをするという男性リーダーの主

張が通り、女性らが疲労や不眠を訴えた」「被害が比較的軽い地域の人は遠慮して自分の大変さを口にしにくく、外から来た支援者にはつらい気持ちを話せる」など地域社会の

マイナス面も指摘された。こうした事例から①平常時からコミュニティー内部で人とのつながりをつくる②弱い立場の人が阻害されないよう外部の人が支援する③行政側は非常

時に起こる問題の解決に向け、地域のキーパーソンや住民同士のつながりを理解しておくといった教訓が得られた。

連結型ソーシャル・キャピタル（行政とのつながり）

ボランティア団体など

保健師

避難所及び仮設住宅内の
コミュニティー

橋渡し型ソーシャル・キャピタル
（外部組織とのつながり）
・孤立型支援 
・イベント主催
・炊き出し

・地域リーダーとの連携
・情報収集

・生活支援
・健康相談

結束型
ソーシャル・キャピタル
（地域コミュニティ内のつながり）

相互扶助 
生活再建に向けた情報交換
孤立者
立場の弱い人への作業の
押し付け、不理解

・外部支援者同士の連携

保健師、外部団体、被災者集団の間に見られた社会的つながりの光と影

集団移転で社会的結びつきを維持

震災後に高齢者の健康を維持するには、社会的な結びつきを保つことが重要だ。自宅が被害に遭って転居した人のうち、震災前のコミュニティーでまとまってプレハブ仮設住宅

に入った人では、実際に社会的な結びつきが維持されたとする研究結果を、米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。ＪＡＧＥＳの調査データを基に、3,421人につ

いて分析。震災前のコミュニティーでまとまってプレハブ仮設に集団移転した人は2.4％で、くじ引きでプレハブ仮設に入居したり行政が民間物件を借り上げる「みなし仮設」に入

居したりする個別移転をした人は2.9％だった。友人・知人に会う頻度、スポーツクラブや趣味の会に参加する頻度などを点数化して社会的結びつきの強さを測り、震災前後の

変化を比較。集団移転には社会的結びつきを強める効果があったのに対し、個別移転は逆に弱めることが分かった。個別移転が社会的結びつきを弱める効果は、うつ症状と同

程度だった。集団移転によって社会的結びつきが維持され、健康も守られる可能性が示唆された。
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性別、年齢、教育歴、世帯年収（等価所得）、就労状況、婚姻状況、世帯状況
（独居かどうか）、うつ症状の影響を考慮したもの

※移転方式と震災前後の社会的結びつきの変化の関連を示している。
※集団移転は社会的結びつきを0.053ポイント高めるのに対し、個別移転は
　0.039ポイント低下させることが示唆された。

移転方式と社会的結びつきの関連

集団移転 個別移転

被災者の睡眠障害の悪化・予防要因

自然災害の被害に遭った人にとって、最も多い健康問題の一つが睡眠障害だ。睡眠障害は、2型糖尿病や心血管疾患といった慢性疾患、精神疾患の発症に関連するとの報告

がある。米ハーバード公衆衛生大学院のXiaoyu Liらは被災後の睡眠障害を緩和する方法を探るため、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市で高齢者を調査したデータを分析。

13年時点で全体の41％が「寝付きが悪い」、27％が「睡眠の質が低い」、22％が「睡眠薬を使っている」と答えた。震災による被害のうち「経済的困難」「自宅への被害」「医療機

関への受診が難しい状況」が睡眠障害に関連していることが判明。震災前に「看病してくれる人がいたこと」の方が「愚痴を聞いてくれる人がいたこと」よりも、睡眠障害の緩和に

つながるという結果も得られた。災害後、長期間にわたって睡眠障害の実態を追跡した研究は初めて。高齢者にとっては普段のサポート体制の整備に加え、被災後の経済支援

や家屋の修理、医療支援が長期的な健康維持に役立つ可能性が示された。

被災後の経済的困難で睡眠障害のリスク最大で1.47倍高い

図. 震災経験/被災前の社会的サポートの有無と
被災3年後の睡眠障害の関係
（男性 n=1,542　女性 n=2,005）
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①図中の印が示す値
　（リスク比）が
・1より大きいほど
　睡眠障害の発症が多い
・1より小さいほど
　睡眠障害の発症が少ない

②横線がリスク比1の縦線と
　交わらない場合、
　統計学的に有意な
　結果である
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震災による食事内容への長期的な影響

自然災害により心臓血管代謝疾患のリスクが上昇する可能性が指摘されており、これは食事の変化によって媒介される可能性がある。本研究では、東日本大震災から9年後の高齢者

の食事パターンを調査し、心的外傷後ストレス症状（PTSS）/抑うつの発症が食事パターンに与える影響を調査した。結果、PTSSおよびうつ症状がある人では、健康的な食事、すな

わち伝統的な日本食パターンの摂取が少なくなっていた。またPTSSは、不健康な食事パターン、すなわち果物/野菜の摂取が少なく炭水化物が豊富な食事や、アルコールおよび加

工食品を含むタンパク質が多い食事と関連していた。特に抑うつを発症した男性は、アルコールや加工食品を含むタンパク質の摂取が多い食事パターンに陥りやすかった。震災によ

る心理影響は、長期間にわたり食習慣に有害な影響を与えるようだ。

震災により心理的健康が損なわれた人では、伝統的な日本食を食べる傾向が減少

食事パターン1
健康的な伝統的日本食（野菜、大豆製品、フルーツが多い）

食事パターン2
炭水化物が多い西洋食（スナック、お菓子、パン、麺類が多い）

食事パターン3
お酒とおつまみが多い（お酒、肉、魚介類、加工食品、麺類が多い）

42

Yazawa A, Shiba K, Hikichi H, Okuzono SS, Aida J, Kondo K, Sasaki S, Kawachi I. (2023) Post-disaster mental 
health and dietary patterns among older survivors of an earthquake and tsunami. The Journal of Nutrition, 
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睡眠障害は心的外傷後ストレス症状

（PTSS）の中心的な症状と考えられてい

るが、睡眠とPTSSの双方向的な関係性

は確立されていない。本研究は、震災前

後に繰り返し取得されたデータを活かし、

（1）災害前に睡眠の問題があった人で

PTSSを発症する可能性が高いか、（2）

災害後の睡眠障害がPTSSからの回復

を妨げるか、（3）災害後の睡眠障害が

PTSSの遅延発症リスクを増加させる

か、（4）PTSSから回復した人々が睡眠の

問題からも回復したかどうかの４点を検

討した。結果、関連は双方に有意であり、

震災前に良い睡眠をとっていた人では

PTSSを発症するリスクは低く、災害後に

よく眠れていた人ではPTSSから回復す

る可能性が高かった。｠

関連は双方的であり、睡眠がPTSSの発症防止及び回復にも重要である可能性あり

Yazawa A, Shiba K, Hikichi H, Okuzono SS, 
Kawachi I. (2023) Bidirectional associations 
between posttraumatic stress symptoms and sleep 
quality among older survivors of the 2011 Great 
East Japan Earthquake and Tsunami. Sleep, 46(6), 
zsad106, https://doi.org/10.1093/sleep/zsad106

震災による心的外傷後ストレス症状（PTSS）と震災前後の睡眠の質の関連43
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震災後の転居による歯科医院へのアクセス改善が歯科受診を促した可能性

これまでの研究では歯科医院が家の近くにない人は口腔の健康状態が悪いことが分かっていたが、歯科医院が家の近くにない人の歯科医院までの地理的なアクセスが改善するこ

とで歯科医院に行くようになるかは分かっていなかった。そこで、自然災害後の住民あるいは歯科医院の非自発的転居に注目することでこの関連を検証した。その結果、被災地域住民

において、歯科医院への地理的なアクセスが改善することで歯科受診行動が促進された可能性が示された。

地理的なアクセスの改善はその後の歯科受診行動を促す可能性がある

44

Yamamoto T, Hanazato M, Hikichi H, et al .  Change in 
Geographic Accessibility to Dental Clinics Affects Access to 
Care. Journal of Dental Research. 2023;102(7):719-726. 
doi:10.1177/00220345231167771

震災被害の認知機能への脆弱性には幼少期の環境も影響している45

幼少期の生育歴が高齢期の健康に長期的な影響があることは知られているが、高齢期の震災経験との相乗効果や認知能力低下への影響はこれまで研究されていなかった。本研究

ではいくつかの機械学習を合わせたアプローチを用いて、幼少期に虐待を受けた経験や貧困経験のある個人の方が、そうでない個人と比較して、震災経験後の認知能力がより多く

低下することを示した。震災後の脆弱性は高齢期の生活環境だけでなく、幼少期の環境も影響する事を明らかにした。

Okuzono, S. S., Slopen, N., Shiba, K., Yazawa, A., Kondo, K., & 
Kawachi, I. (2023). Do adverse childhood experiences modify the 
association between disaster-related trauma and cognitive disability?. 
American journal of epidemiology, kwad158.

震災後の認知機能は幼少期に逆境経験（貧困や虐待など）があると顕著に低下する
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震災前の重度のうつ症状傾向、死亡リスク高い

岩沼市の沿岸部は震災を引き起こした地震発生から約１

時間後、大津波に襲われた。この地域で震災前に重度の

うつ症状傾向があった高齢者は、うつ症状傾向がなかった

人に比べ死亡リスクが約4倍高かったとする研究結果を、

東北大大学院歯学研究科の相田潤らがまとめた。ＪＡＧＥ

Ｓの調査データを基に、津波で浸水した同市玉浦地区の

高齢者860人について震災当日の死亡に関わる要因と、

翌日から14年5月までの死亡に関わる要因を分析。当日亡

くなったのは33人で死亡率は3.8％。震災前に重度のうつ

症状傾向があった人の当日の死亡率は12.8％と高く、死

亡リスクはうつ症状傾向のなかった人に比べ約4倍高かっ

た。うつ病と併発していた認知機能低下のため避難が遅れ

たか「避難しても助からない」と諦めてしまったために死亡リ

スクが高くなった可能性がある。友人と会わない人に比べ、

友人と会う人の方が震災当日の死亡リスクは高い傾向が

みられた。友人を助けようとするような行動が避難を遅らせ

た可能性がある。震災翌日から14年5月までに95人が死

亡。この期間は友人と会う人の死亡リスクが、会わない人

の半分程度と低かった。重度のうつ症状傾向がある人が

逃げ遅れないよう支援することや、被災後に孤立した人へ

の支援の重要性を示す結果だ。

表. 東日本大震災当日と翌日から2014年5月5日までの死亡リスク（一部抜粋）（n=860）

災害時 死亡リスク うつ症状傾向で約4倍　災害後 死亡リスク 友人との交流で約半減

海岸線からの距離

家族構成

友人との交流

うつ症状傾向

日常生活の自立度

　2000m
1000 - 1999m
500 - 999m
0 - 499m
一人暮らし
親以外と同居
親と同居
会わない
会う
なし
軽度
中等度
重度
自立している
一部要介護
要介護

1
3.01（0.56, 16.16）
16.88（4.33, 65.84）
22.66（5.78, 88.84）
1
3.04（0.47, 19.74）
6.67（0.83, 53.71）
1
2.06（0.51, 8.23）
1
0.79（0.29, 2.19）
1.14（0.29, 4.50）
3.90（1.13, 13.47）
1
0.73（0.18, 2.89）
0.32（0.04, 2.64）

1
0.83（0.42, 1.65）
0.76（0.38, 1.51）
0.84（0.43, 1.68）
1
1.05（0.54, 2.06）
0.45（0.10, 2.12）
1
0.46（0.26, 0.82）
1
1.39（0.81, 2.38）
1.45（0.62, 3.26）
1.91（0.81, 4.50）
1
2.44（1.30, 4.56）
2.97（1.43, 6.14）

注：年齢、 性別、 既往歴、 生活習慣などを調整済み　当日死亡はロジスティックス回帰分析、 翌日以降死亡はCoxの比例ハザード分析を適用
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震災翌日以降の死亡リスク震災当日の死亡リスク

Zhang W, Tsuji T, Yokoyama M, Ide K, Aida J, Kawachi I, Kondo K: 
Increased frequency of participation in civic associations and reduced 
depressive symptoms: Prospective study of older Japanese survivors 
of the Great Eastern Japan Earthquake. Soc Sci Med. 2021 Mar 
8;276:11 3827. doi:10.1016/j.socscimed.2021.113827.

Aida J, Hikichi H, Matsuyama Y, Sato Y, Tsuboya T, Tabuchi T , Koyama S, Subramanian SV, Kondo K, Osaka K, Kawachi I: Risk of mortality during and after 
the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami among older coastal residents. Sci Rep. 2017 Nov 29;7(1):16591. doi:10.1038/s41598-017-16636-3.

震災による自宅への被害は高齢者の認知機能が低下するリスクを高めた。一方で、住民同士のつながりが強い地域に住んでいた人は、知人や友人が少ない場合でもそのリスク

が緩和されたという研究結果を香港大公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を調べた3,560人分のデータを使い、友人や知人に

会う頻度や１カ月に会った友人・知人の数などを基に10年時点の個人レベルの社会的結びつきの強さを算出。市内に99ある行政区ごとに住民のデータを足し上げ、地域レベル

の社会的結びつきの強さも数値化した。分析すると、個人レベルで社会との結びつきが弱くても住んでいる行政区の社会的結びつきが強ければ、震災による自宅への被害に伴っ

て認知機能が低下するリスクは抑えられていた。行政区単位での仮設住宅への入居や、仮設住宅でのイベント開催といった同市の取り組みの有効性を示唆する結果と言える。

「地域の力」が認知機能低下を緩和

-0.04

-0.12

-0.14

0.06

0.04

0.02

0.00
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-0.08
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-0.12

認
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（n=3,560）
0.05

地域の社会的結びつきが災害後の認知症進行を緩和

住宅被害 1日あたりの
歩行時間増加

地域の社会的
結びつき

10

Hikichi H, Aida J, Matsuyama Y, Tsuboya T, Kondo K, Kawachi I:  
Community-level social capital and cognitive decline after a natural 
disaster: A natural experiment from the 2011 Great East Japan 
Earthquake and Tsunami.  Soc Sci  Med.  2018 Sep 28:111981.  
doi:10.1016/j.socscimed.2018.09.057.

震災前および震災後

震災前および震災後

15 16

運動や趣味活動が抑うつ度の予防につながる

震災前後のスポーツグループへの参加が抑うつ度の悪化を防ぐことは報告されているが、スポーツ以外の社会参加でも同様の関連があるかは明らかにされていなかった。そこ

で、JAGESでは、東日本大震災前の2010年と震災後の2013年に行ったアンケート調査から、運動グループ、趣味グループ、ボランティアグループ、老人クラブといった4種類の

社会参加頻度と抑うつ度の変化を調査した。その結果、震災前から震災後にかけて、運動グループと趣味グループへの参加頻度が増加した人で抑うつ度が低くなる傾向がみら

れ、社会参加活動への参加頻度の増加が抑うつ度の悪化予防につながる可能性が示唆された。

運動グループと趣味グループへの参加増加が抑うつ悪化を予防

運動グループ
参加頻度の増加
（n=325）

趣味グループ
参加頻度の増加
（n=330）

ボランティアグループ
参加頻度の増加
（n=239）

老人クラブ
参加頻度の増加
（n=163）

0
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＊
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震災前後の抑うつ度の変化との
関連の向きと強さ(n=3,567)

* p <0.05統計学的に有意

-0.003
＊

抑
う
つ
度
を
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和

統計学的に影響を考慮した因子
「震災前」　年齢、性別、教育歴
「震災前後の変化」　喫煙、飲酒、就労、経済状況、
　　　　　　　　　手段的日常生活動作能力
「震災後」　家屋被害、家族または親友との死別

8
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震災前および震災後

震災前後の抑うつ度の変化との関連の強さ

運動がうつ症状の悪化を抑える

震災後、被災した人たちの健康づくりのため、運動や歩行を促す支援活動が各地で実施された。だが、それらの活動にどんな効果があるのかはよく分かっていなかった。そこで筑

波大の辻大士らは、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を調査したデータを分析。運動グループへの参加頻度と１日当たりの歩行時間が、うつ症状にどう関連するかを

調べた。その結果、震災後は震災前に比べ、運動グループへの参加が平均で年1.9日増え、１日当たりの歩行時間も1.3分増加。いずれも増えるほどうつ症状が緩和されるという

関係にあった。一方、「失職・休職」や「自宅への被害」は程度が大きくなるとうつ症状が悪化する、という関係がみられた。この結果を基に、自宅への被害に伴う、うつ症状の悪化

を和らげるのに必要な運動量を試算。例えば自宅が半壊した人が、被災前よりも月５～６回多く運動グループに参加するか、あるいは１日の歩行時間を震災前よりも75分増やす

と、うつ症状の悪化は自宅が一部損壊した人と同じ程度に抑えられるという。
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例えば「半壊」の人において、運動グループへの参加が1か月の
うち5～6回、もしくは1日の歩行時間が約75分、震災前より増
えていた場合、抑うつ度の悪化は「一部損壊」の人と同程度に抑
えられます。 

= 住宅被害「1段階※」
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住宅被害に伴う抑うつ度の悪化を和らげるには？

9

Tsuji T, Sasaki Y, Matsuyama Y, Sato Y, Aida J, Kondo K, Kawachi I: 
Reducing depressive symptoms after the Great East Japan Earthquake in 
older survivors through group exercise participation and regular walking: 
a prospective observational study. BMJ Open. 2017 Mar 3;7(3):e013706. 
doi:10.1136/bmjopen-2016-013706.

震災前および震災後

震災による家屋損失

抑うつ症状*
心的外傷後ストレス
絶望感*

慢性疾患*
Body Mass Index*

日中の眠気 幸福感*
地域への信頼
地域への帰属意識
地域での相互扶助意識*

利他性

震災による家屋喪失が健康・幸福に与える長期的な影響

震災による家屋損失と健康や幸福の複数の領域との関連を長期的な追跡および被災者の災害前の特性を災害から約9年後に評価した。岩沼市の高齢者データを使用し、2013年

に震災に関連する家屋損失の状況を測定した。家屋損失と身体的健康、精神的健康、睡眠、主観的幸福感などの健康・幸福との関連を推定した。家屋損失は心的外傷後ストレス

症状の増加、地域への信頼の低下、地域への帰属意識の低下、利他性の低下などと関連していた。また、抑うつ症状、絶望感、BMIの上昇、地域での相互扶助意識の低下、幸福感

の低下との関連も示唆された。災害による家屋損失は、高齢者の被災者の認知的機能、精神的健康や利他性に長期的な悪影響を及ぼす可能性がある。

長期影響 長期影響

長期影響長期影響

38

Shiba K, Hikichi H, Okuzono S, VanderWeele T, Arcaya M, Daoud A, Cowden R, Yazawa A, Zhu D, Aida J, Kondo K, 
Kawachi I. Long-Term Associations between Disaster-Related Home Loss and Health and Well-Being of Older Survivors: 
Nine Years after the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Environ Health Perspect. 2022 Jul;130(7):77001. 
doi: 10.1289/EHP10903. Epub 2022 Jul 1.

津波による家屋損失は、震災から9年後でも健康・幸福感に悪影響

９
年
後

本研究は、震災が被災者の主観的幸福感にどのように影響するかを検証した。2011年の東日本大震災に遭遇した宮城県岩沼市の65歳以上の4,044人を対象に、住宅被害と震災

前および震災後の主観的幸福感との関連性を分析した。ベースライン調査は震災の7ヶ月前に行われ、その後3年ごとに追跡調査を実施した。家屋の全壊または大規模半壊を経験

した人々は、家屋の損壊がなかった人 と々比べて「自分は幸せとは思わない」と回答する傾向があった。しかし、追跡期間中にその差は徐々に縮小した。

震災後に家屋損壊のレベルに応じて観察された主観的幸福感の差は長期的には消失した

Nagai M, Hikichi H, Shiba K, Kondo K, Kawachi I, Aida J. Long-Term 
Trend in the Association Between Disaster Damage and Happiness 
Before and After the Great East Japan Earthquake. Int J Public Health 
2022 Sep 14;67:1604901. doi: 10.3389/ijph.2022.1604901

震災被害と主観的幸福感の長期的な関連39
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震災が人々の価値観に影響を与えるのか

自然災害などの外部的な要因によって、人々の考え方や行動などに何らかの影響が生み出されていると考えられている。東日本大震災で被災した岩沼市と福島県双葉町の2地域の

データを用い、震災による家屋被害と向社会性（報酬を期待することなく、他者に対する気遣い）との関連を検証した。日本では人間関係を保つ手段のひとつとして年賀状のやり取り

があることに注目し、向社会性の指標として年賀状発送枚数を用いた。分析の結果、高齢者は被災後に向社会性が下がる一方、若年層では上がることが観察された。これらの異なる

結果は、向社会性を生み出す2つの要因、すなわち「利他性」と「長期関係における自発的な協調行動」で説明しうる。また、現在バイアス（目先のことを優先する傾向のこと）が向社会

性を阻害することも観察された。

震災が利他性に与える影響は世代によって異なる

40

Sawada, Y., Ashida, T. & Iwasaki, K. Heterogenous effects of the Great East Japan 
earthquake on prosociality of people depending on their age. Scientific Reports 
13, 3211 (2023). https://doi.org/10.1038/s41598-023-29536-6

震災の機能障害への影響の異質性41

東日本大震災を経験した宮城県岩沼市の高齢者を対象に、震災による家屋損失が生活機能にどのような影響を与えるかを検証した。その結果、家屋損失が機能障害の増加と関連

していることがわかった。特に、高齢でひとり暮らし、未婚、無職で健康問題を抱えていた人が、災害後により機能障害を発症しやすい傾向があった。低学歴ながら収入レベルが高い人

の中にも、より脆弱な層が含まれていることがわかった。機械学習を用いた研究により、災害の影響を受けやすい高齢者の特定のグループを解明することにつながった。

Shiba, K., Daoud, A., Hikichi, H., Yazawa, A., Aida, J., Kondo, K., Kawachi, I., 2023. Uncovering Heterogeneous Associations 
Between Disaster-Related Trauma and Subsequent Functional Limitations: A Machine-Learning Approach. American Journal of 
Epidemiology 192, 217‒229. https://doi.org/10.1093/aje/kwac187

元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響
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身体的障害レベル密
度

住宅被害
信頼（地域A：65歳以上）　 係数-0.0292*

独裁者ゲーム（地域A：65歳以上）　 係数-2.573***

信頼（地域B：65歳以上）　 係数-0.0751+

信頼（地域B：65歳未満）　 係数-0.108**
住宅被害

住宅被害

年賀状の枚数（地域A：65歳以上）　　係数-5.279***

年賀状の枚数（地域B：65歳以上）　 係数-8.744***

年賀状の枚数（地域B：65歳未満）　 係数6.945**
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地域B ＝ 福島県双葉町

地域A ＝ 宮城県岩沼市

認知機能障害に与える効果の推定値



震災前の重度のうつ症状傾向、死亡リスク高い

岩沼市の沿岸部は震災を引き起こした地震発生から約１

時間後、大津波に襲われた。この地域で震災前に重度の

うつ症状傾向があった高齢者は、うつ症状傾向がなかった

人に比べ死亡リスクが約4倍高かったとする研究結果を、

東北大大学院歯学研究科の相田潤らがまとめた。ＪＡＧＥ

Ｓの調査データを基に、津波で浸水した同市玉浦地区の

高齢者860人について震災当日の死亡に関わる要因と、

翌日から14年5月までの死亡に関わる要因を分析。当日亡

くなったのは33人で死亡率は3.8％。震災前に重度のうつ

症状傾向があった人の当日の死亡率は12.8％と高く、死

亡リスクはうつ症状傾向のなかった人に比べ約4倍高かっ

た。うつ病と併発していた認知機能低下のため避難が遅れ

たか「避難しても助からない」と諦めてしまったために死亡リ

スクが高くなった可能性がある。友人と会わない人に比べ、

友人と会う人の方が震災当日の死亡リスクは高い傾向が

みられた。友人を助けようとするような行動が避難を遅らせ

た可能性がある。震災翌日から14年5月までに95人が死

亡。この期間は友人と会う人の死亡リスクが、会わない人

の半分程度と低かった。重度のうつ症状傾向がある人が

逃げ遅れないよう支援することや、被災後に孤立した人へ

の支援の重要性を示す結果だ。

表. 東日本大震災当日と翌日から2014年5月5日までの死亡リスク（一部抜粋）（n=860）

災害時 死亡リスク うつ症状傾向で約4倍　災害後 死亡リスク 友人との交流で約半減

海岸線からの距離

家族構成

友人との交流

うつ症状傾向

日常生活の自立度

　2000m
1000 - 1999m
500 - 999m
0 - 499m
一人暮らし
親以外と同居
親と同居
会わない
会う
なし
軽度
中等度
重度
自立している
一部要介護
要介護

1
3.01（0.56, 16.16）
16.88（4.33, 65.84）
22.66（5.78, 88.84）
1
3.04（0.47, 19.74）
6.67（0.83, 53.71）
1
2.06（0.51, 8.23）
1
0.79（0.29, 2.19）
1.14（0.29, 4.50）
3.90（1.13, 13.47）
1
0.73（0.18, 2.89）
0.32（0.04, 2.64）

1
0.83（0.42, 1.65）
0.76（0.38, 1.51）
0.84（0.43, 1.68）
1
1.05（0.54, 2.06）
0.45（0.10, 2.12）
1
0.46（0.26, 0.82）
1
1.39（0.81, 2.38）
1.45（0.62, 3.26）
1.91（0.81, 4.50）
1
2.44（1.30, 4.56）
2.97（1.43, 6.14）

注：年齢、 性別、 既往歴、 生活習慣などを調整済み　当日死亡はロジスティックス回帰分析、 翌日以降死亡はCoxの比例ハザード分析を適用
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震災翌日以降の死亡リスク震災当日の死亡リスク

Zhang W, Tsuji T, Yokoyama M, Ide K, Aida J, Kawachi I, Kondo K: 
Increased frequency of participation in civic associations and reduced 
depressive symptoms: Prospective study of older Japanese survivors 
of the Great Eastern Japan Earthquake. Soc Sci Med. 2021 Mar 
8;276:11 3827. doi:10.1016/j.socscimed.2021.113827.

Aida J, Hikichi H, Matsuyama Y, Sato Y, Tsuboya T, Tabuchi T , Koyama S, Subramanian SV, Kondo K, Osaka K, Kawachi I: Risk of mortality during and after 
the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami among older coastal residents. Sci Rep. 2017 Nov 29;7(1):16591. doi:10.1038/s41598-017-16636-3.

震災による自宅への被害は高齢者の認知機能が低下するリスクを高めた。一方で、住民同士のつながりが強い地域に住んでいた人は、知人や友人が少ない場合でもそのリスク

が緩和されたという研究結果を香港大公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を調べた3,560人分のデータを使い、友人や知人に

会う頻度や１カ月に会った友人・知人の数などを基に10年時点の個人レベルの社会的結びつきの強さを算出。市内に99ある行政区ごとに住民のデータを足し上げ、地域レベル

の社会的結びつきの強さも数値化した。分析すると、個人レベルで社会との結びつきが弱くても住んでいる行政区の社会的結びつきが強ければ、震災による自宅への被害に伴っ

て認知機能が低下するリスクは抑えられていた。行政区単位での仮設住宅への入居や、仮設住宅でのイベント開催といった同市の取り組みの有効性を示唆する結果と言える。

「地域の力」が認知機能低下を緩和
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地域の社会的結びつきが災害後の認知症進行を緩和
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歩行時間増加
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結びつき

10

Hikichi H, Aida J, Matsuyama Y, Tsuboya T, Kondo K, Kawachi I:  
Community-level social capital and cognitive decline after a natural 
disaster: A natural experiment from the 2011 Great East Japan 
Earthquake and Tsunami.  Soc Sci  Med.  2018 Sep 28:111981.  
doi:10.1016/j.socscimed.2018.09.057.

震災前および震災後

震災前および震災後

15 16

運動や趣味活動が抑うつ度の予防につながる

震災前後のスポーツグループへの参加が抑うつ度の悪化を防ぐことは報告されているが、スポーツ以外の社会参加でも同様の関連があるかは明らかにされていなかった。そこ

で、JAGESでは、東日本大震災前の2010年と震災後の2013年に行ったアンケート調査から、運動グループ、趣味グループ、ボランティアグループ、老人クラブといった4種類の

社会参加頻度と抑うつ度の変化を調査した。その結果、震災前から震災後にかけて、運動グループと趣味グループへの参加頻度が増加した人で抑うつ度が低くなる傾向がみら

れ、社会参加活動への参加頻度の増加が抑うつ度の悪化予防につながる可能性が示唆された。

運動グループと趣味グループへの参加増加が抑うつ悪化を予防

運動グループ
参加頻度の増加
（n=325）

趣味グループ
参加頻度の増加
（n=330）

ボランティアグループ
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（n=239）

老人クラブ
参加頻度の増加
（n=163）
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* p <0.05統計学的に有意
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統計学的に影響を考慮した因子
「震災前」　年齢、性別、教育歴
「震災前後の変化」　喫煙、飲酒、就労、経済状況、
　　　　　　　　　手段的日常生活動作能力
「震災後」　家屋被害、家族または親友との死別

8

　　論　文　　　岩沼プロジェクト

震災前および震災後

震災前後の抑うつ度の変化との関連の強さ

運動がうつ症状の悪化を抑える

震災後、被災した人たちの健康づくりのため、運動や歩行を促す支援活動が各地で実施された。だが、それらの活動にどんな効果があるのかはよく分かっていなかった。そこで筑

波大の辻大士らは、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を調査したデータを分析。運動グループへの参加頻度と１日当たりの歩行時間が、うつ症状にどう関連するかを

調べた。その結果、震災後は震災前に比べ、運動グループへの参加が平均で年1.9日増え、１日当たりの歩行時間も1.3分増加。いずれも増えるほどうつ症状が緩和されるという

関係にあった。一方、「失職・休職」や「自宅への被害」は程度が大きくなるとうつ症状が悪化する、という関係がみられた。この結果を基に、自宅への被害に伴う、うつ症状の悪化

を和らげるのに必要な運動量を試算。例えば自宅が半壊した人が、被災前よりも月５～６回多く運動グループに参加するか、あるいは１日の歩行時間を震災前よりも75分増やす

と、うつ症状の悪化は自宅が一部損壊した人と同じ程度に抑えられるという。
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例えば「半壊」の人において、運動グループへの参加が1か月の
うち5～6回、もしくは1日の歩行時間が約75分、震災前より増
えていた場合、抑うつ度の悪化は「一部損壊」の人と同程度に抑
えられます。 
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住宅被害に伴う抑うつ度の悪化を和らげるには？

9

Tsuji T, Sasaki Y, Matsuyama Y, Sato Y, Aida J, Kondo K, Kawachi I: 
Reducing depressive symptoms after the Great East Japan Earthquake in 
older survivors through group exercise participation and regular walking: 
a prospective observational study. BMJ Open. 2017 Mar 3;7(3):e013706. 
doi:10.1136/bmjopen-2016-013706.

震災前および震災後

震災による家屋損失

抑うつ症状*
心的外傷後ストレス
絶望感*

慢性疾患*
Body Mass Index*

日中の眠気 幸福感*
地域への信頼
地域への帰属意識
地域での相互扶助意識*

利他性

震災による家屋喪失が健康・幸福に与える長期的な影響

震災による家屋損失と健康や幸福の複数の領域との関連を長期的な追跡および被災者の災害前の特性を災害から約9年後に評価した。岩沼市の高齢者データを使用し、2013年

に震災に関連する家屋損失の状況を測定した。家屋損失と身体的健康、精神的健康、睡眠、主観的幸福感などの健康・幸福との関連を推定した。家屋損失は心的外傷後ストレス

症状の増加、地域への信頼の低下、地域への帰属意識の低下、利他性の低下などと関連していた。また、抑うつ症状、絶望感、BMIの上昇、地域での相互扶助意識の低下、幸福感

の低下との関連も示唆された。災害による家屋損失は、高齢者の被災者の認知的機能、精神的健康や利他性に長期的な悪影響を及ぼす可能性がある。

長期影響 長期影響

長期影響長期影響

38

Shiba K, Hikichi H, Okuzono S, VanderWeele T, Arcaya M, Daoud A, Cowden R, Yazawa A, Zhu D, Aida J, Kondo K, 
Kawachi I. Long-Term Associations between Disaster-Related Home Loss and Health and Well-Being of Older Survivors: 
Nine Years after the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Environ Health Perspect. 2022 Jul;130(7):77001. 
doi: 10.1289/EHP10903. Epub 2022 Jul 1.

津波による家屋損失は、震災から9年後でも健康・幸福感に悪影響

９
年
後

本研究は、震災が被災者の主観的幸福感にどのように影響するかを検証した。2011年の東日本大震災に遭遇した宮城県岩沼市の65歳以上の4,044人を対象に、住宅被害と震災

前および震災後の主観的幸福感との関連性を分析した。ベースライン調査は震災の7ヶ月前に行われ、その後3年ごとに追跡調査を実施した。家屋の全壊または大規模半壊を経験

した人々は、家屋の損壊がなかった人 と々比べて「自分は幸せとは思わない」と回答する傾向があった。しかし、追跡期間中にその差は徐々に縮小した。

震災後に家屋損壊のレベルに応じて観察された主観的幸福感の差は長期的には消失した

Nagai M, Hikichi H, Shiba K, Kondo K, Kawachi I, Aida J. Long-Term 
Trend in the Association Between Disaster Damage and Happiness 
Before and After the Great East Japan Earthquake. Int J Public Health 
2022 Sep 14;67:1604901. doi: 10.3389/ijph.2022.1604901

震災被害と主観的幸福感の長期的な関連39
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震災が人々の価値観に影響を与えるのか

自然災害などの外部的な要因によって、人々の考え方や行動などに何らかの影響が生み出されていると考えられている。東日本大震災で被災した岩沼市と福島県双葉町の2地域の

データを用い、震災による家屋被害と向社会性（報酬を期待することなく、他者に対する気遣い）との関連を検証した。日本では人間関係を保つ手段のひとつとして年賀状のやり取り

があることに注目し、向社会性の指標として年賀状発送枚数を用いた。分析の結果、高齢者は被災後に向社会性が下がる一方、若年層では上がることが観察された。これらの異なる

結果は、向社会性を生み出す2つの要因、すなわち「利他性」と「長期関係における自発的な協調行動」で説明しうる。また、現在バイアス（目先のことを優先する傾向のこと）が向社会

性を阻害することも観察された。

震災が利他性に与える影響は世代によって異なる

40

Sawada, Y., Ashida, T. & Iwasaki, K. Heterogenous effects of the Great East Japan 
earthquake on prosociality of people depending on their age. Scientific Reports 
13, 3211 (2023). https://doi.org/10.1038/s41598-023-29536-6

震災の機能障害への影響の異質性41

東日本大震災を経験した宮城県岩沼市の高齢者を対象に、震災による家屋損失が生活機能にどのような影響を与えるかを検証した。その結果、家屋損失が機能障害の増加と関連

していることがわかった。特に、高齢でひとり暮らし、未婚、無職で健康問題を抱えていた人が、災害後により機能障害を発症しやすい傾向があった。低学歴ながら収入レベルが高い人

の中にも、より脆弱な層が含まれていることがわかった。機械学習を用いた研究により、災害の影響を受けやすい高齢者の特定のグループを解明することにつながった。

Shiba, K., Daoud, A., Hikichi, H., Yazawa, A., Aida, J., Kondo, K., Kawachi, I., 2023. Uncovering Heterogeneous Associations 
Between Disaster-Related Trauma and Subsequent Functional Limitations: A Machine-Learning Approach. American Journal of 
Epidemiology 192, 217‒229. https://doi.org/10.1093/aje/kwac187

元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響
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身体的障害レベル密
度

住宅被害
信頼（地域A：65歳以上）　 係数-0.0292*

独裁者ゲーム（地域A：65歳以上）　 係数-2.573***

信頼（地域B：65歳以上）　 係数-0.0751+

信頼（地域B：65歳未満）　 係数-0.108**
住宅被害

住宅被害

年賀状の枚数（地域A：65歳以上）　　係数-5.279***

年賀状の枚数（地域B：65歳以上）　 係数-8.744***

年賀状の枚数（地域B：65歳未満）　 係数6.945**
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地域B ＝ 福島県双葉町

地域A ＝ 宮城県岩沼市

認知機能障害に与える効果の推定値



震災で自宅が被害を受けた人は認知症の進むリスクが高まる。だが自宅が被害を受けた場合でも震災後に友人が増えるなど社会的結びつきが以前よりも改善した人は、認知

症の進行が抑制されるという研究結果を、米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を対象に実施したデータを分析。

認知症と判定された人は、震災前は全体の4.1％で、震災後は11.5％に増えていた。社会的結びつきの強さは「友人・知人に会う頻度」「スポーツクラブへの参加頻度」「趣味の

会への参加頻度」などを基に点数化。震災後に社会的結びつきが１点悪化すると自宅への被害が認知症悪化に及ぼす影響は大きくなるのに対し、社会的結びつきが１点改善

すると自宅への被害が認知症悪化に及ぼす影響は小さくなる、という結果が得られた。地震や津波で自宅を失うほどの被害に遭った場合でも、社会的結びつきを強める支援を

することで認知機能の悪化を抑えられる可能性が示された。

震災前の社会的結びつきが震災後の認知症進行を抑制

社会的な結びつきが被災経験による認知症の進行を緩和
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* p <.05, ** p <.01, *** p <.001

社会的結びつき改善 社会的結びつき悪化
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Hikichi H, Tsuboya T, Aida J, Matsuyama Y, Kondo K, Subramani an SV, Kawachi I: Social 
capital and cognitive decline in the aftermath of a natural disaster: a natural experiment 
from the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Lancet Planet Health. 2017 Jun;1
(3):e105-e113. doi:10.1016/S2542-5196(17)30041-4.

仮設住宅への集団入居でメンタルヘルス良好

岩沼市では、被災した人たちが仮設住宅に入居する際、抽選による方法とは別に、一部で元の集落の人たちがまとまって同じ場所に入る「集団入居」が実施された。東北大大学院歯学研

究科の小山史穂子らは集団入居がもたらす効果を調べるため、2012年に仮設住宅の40歳以上の全住民を調査した。データを分析すると、入居方法の違いによるメンタルヘルスの状況

には統計的に有意な差がなかったものの「抽選で入居した人は集団入居の人に比べ人間関係や周囲からの手助けがない人の割合が多い」「人間関係や周囲からの手助けがないことは

メンタルヘルス悪化のリスクを増加させる」ことが分かった。集団入居によって被災前の人間関係が維持され、メンタルヘルスが良好に保たれる可能性が示唆された。

※通常の岩沼プロジェクトと異なり、震災直後に65歳未満の成人も含む、仮設住宅のみで実施した調査。
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集団で仮設住宅に入居した人は、抽選で入居した人に比べ、人間関係が保たれ、精神状態が良い人が2.5倍多かった

14

Koyama S, Aida J, Kawachi I, Kondo N, Subramanian SV, Ito K, Kobashi G, Masuno K, Kondo K, Osaka K: Social support improves mental health among the victims relocated to temporary housing following the Great East Japan 
Earthquake and Tsunami. Tohoku J Exp Med. 2014 Nov;234(3):241-7. doi:10.1620/tjem.234.241.

震災前および震災後 震災前および震災後

※個人の社会的な結びつきを考慮済み

「地域力」が自立度低下を緩和

地域内の社会的結びつきを「ソーシャル・キャピタル」と呼ぶ。住民が協調して活動することで生まれる信頼関係や人的ネットワークに基づく「地域力」のようなもので、信頼感、活動へ

の参加頻度、互いに助け合う関係の有無などで測定する。米ノースイースタン大のKrisztina Geroらは、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を対象に実施した調査のデータ

を使い、ソーシャル・キャピタルと、高齢者の自立度との関係を分析した。自立度は、調理や買い物など13項目についてできるかできないかで点数化するＩＡＤＬ（手段的日常動作能力）

という指標で測定。震災を境に自立度の平均は少し低下していた。地域レベルでは運動クラブや趣味のグループ、ボランティアといった活動への参加頻度も低下し、互いに助け合う

関係も弱まっていた。それでも地域レベルで活動への参加頻度が高かった場合には、震災後に自立度が低下するリスクは低いことが明らかになった。日頃からそうした地域づくりを進

めることで、災害時に自宅への被害や転居に伴って起こる自立度の低下が緩和される可能性がある。

社会的な結びつきが強い地域では、震災後の生活機能低下が約1/3に
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Gero K, Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Associations 
Between Community Social Capital and Preservation of 
Functional Capacity in the Aftermath of a Major Disaster. 
Am J  Epidemiol .  2020 Nov 2;189(11) :1369-1378.  
doi:10.1093/aje/kwaa085.

震災前および震災後 社会的結びつきを強める取り組みが重要

米ハーバード公衆衛生大学院の Ichiro・Kawachi らは、岩沼市でのＪＡＧＥＳによる調査結果を使った、いくつかの研究結果について考察した。まず、自宅を失いプレハブ仮設住

宅に移った人でうつ症状の出るリスクが高いという結果について、別の研究で発症に関連する睡眠障害は住環境が原因と考えられなかったことから、社会的結びつきの弱さを

一因として挙げた。次に、自宅への被害が大きいほど認知症が進行したという結果については、被害が大きいほど転居の可能性が高まり、社会的結びつきが断たれて孤立しやす

くなるためだとの見方を示した。地域の社会的結びつきである「ソーシャル・キャピタル」が豊かだと、心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）や認知機能低下のリスクが下がるという結

果も踏まえ、災害に強い地域をつくるには、社会的結びつきを強めるような取り組みを普段から、そして復興期にも進めることが重要だと指摘した。

住宅被害の深刻度に応じた認知症症状のレベルの増加

15

Kawachi I, Aida J, Hikichi H, Kondo K: Disaster 
resilience in aging populations: lessons from 
the 2011 Great East Japan earthquake and 
tsunami. Journal of the Royal Society of New 
Z e a l a n d .  2 0 2 0  F e b  4 ; 5 0 ( 2 ) : 2 6 3 - 2 7 8 .  
doi:10.1080/03036758.2020.1722186.

宮城県

東京

震源地

人口集中地区（DID）
浸水地域

震災前および震災後

17 18

　　論　文　　　岩沼プロジェクト

集団移転の負の側面

震災後の移転方法として、集団移転は個別移転や抽選移転に比べてソーシャル・キャピタルを強める効果がある。しかしその一方で、肥満やうつのリスクを高めるという負の側面があ

ることがわかった。そこで、移転方法が健康に与える影響について調査した。震災前の2010年に岩沼市の高齢者5,058名を対象にした調査を行っていた。震災後、2013年と2016年

に追跡調査を行い、2,664名を解析対象とした。その結果、プレハブ仮設住宅への集団移転は、他の移転方法に比べて肥満やうつの割合が高いという結果が示された。プレハブ仮設

団地では飲食を伴う地域の会合などが多く、それがBMI増加に結びついた可能性がある。集団移転者に対し、身体活動の機会を設けることが有効になることが示唆された。

プレハブ仮設住宅への集団移転は肥満とうつのリスクを高める

長期影響

長期影響

34

Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I. Six-year follow-up study of residential displacement and health outcomes following the 
2011 Japan Earthquake and Tsunami. Proc Natl Acad Sci U S A. 2021 Jan 12;118(2):e2014226118. doi: 10.1073/pnas.2014226118. 
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災害後の認知障害における個人間の異質性についてはあまり知られていない。芝らは、2011年の東日本大震災に直接影響を受けた岩沼市の高齢者約3,000人を対象者としたデー

タをもとに、2011年の震災前2010年と震災後2013年、2016年に評価された、家屋損失と認知障害の関連において、強い異質性を見出した。災害による家屋損失が最も認知障害に

影響する層は、社会経済階層が下位で震災前に健康問題を持っていた傾向があった。この結果、災害後に認知障害を経験する特定の集団が存在することが示唆された。

Shiba K, Daud A, Hikichi H, Yazawa A, Aida J, Kondo K, Kawachi I : Heterogeneity in cognitive 
disability after a major disaster: A natural experiment study. Science Advances, 29 Sep 2021, Vol 
7, Issue 40. DOI:10.1126/ sciadv.abj 2610.

震災による認知機能障害には異質性が存在35
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震災後の心的外傷後ストレス症状（PTSS）の男女差

災害後、女性の方が男性より心的外傷後ストレス障害（PTSD）を発症しやすいことが知られている。可能性として、女性の方が災害時に被害に遭いやすいこと、女性の方が同じ被害

に対して脆弱であることが挙げられる。東日本大震災前後に取得した3,334人の追跡データを利用し、どのような要因が心的外傷後ストレス症状（PTSS）の男女差を説明するのかを

検討した。震災から2年半後、女性の方が1.6倍多くPTSSを抱えていた。女性の方が家屋被害や家族との死別を経験しやすく、男女差が説明できることがわかった。女性の方が地域

コミュニティの中で人付き合いの役割を担うことが多く、心的外傷後ストレス症状に繋がったのかもしれない。

長期影響36

Yazawa, A., Aida, J., Kondo, K., & Kawachi, I. (2022) Gender differences in risk of posttraumatic stress symptoms after disaster 
among older people: Differential exposure or differential vulnerability? Journal of Affective Disorders, 297, 447‒454.

女性では男性より1.6倍PTSSが多い。地域コミュニティでの役割の減少が一因の可能性あり
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震災経験が精神的健康に与える影響には異質性がある 長期影響

震災経験が人々の精神的健康にどのように影響するか。2011年の東日本大震災の影響を受けた宮城県岩沼市の人々を対象に、災害前（2010年）、災害後2年半（2013年）、そして

5年半（2016年）の時点での調査データを使用し、家屋全壊や親しい人の喪失など、災害に関連するトラウマ体験を評価した。機械学習アプローチを用い、災害後の精神的健康に対

するトラウマの影響を分析した。その結果、災害関連のトラウマが精神的健康に与える影響は、集団間で大きく異なることが明らかになった。たとえ全体的には影響が見られない場合

でも、特定の集団では深刻な影響があることがわかった。特に、最も脆弱なグループと最も回復力のあるグループを比較すると、脆弱なグループは、もともと抑うつ症状があり、低い社

会経済階層であることが多かった。震災経験が精神的健康に与える影響は人によって異なること、特に脆弱な集団を特定することの重要性を示した。

Koichiro Shiba, Adel Daoud, Shiho Kino, Daisuke Nishi, Katsunori Kondo, Ichiro Kawachi. Uncovering heterogeneous 
associations of disaster-related traumatic experiences with subsequent mental health problems: A machine learning 
approach Psychiatry Clin Neurosci. 2022 Apr;76(4):97-105. doi: 10.1111/pcn.13322. Epub 2022 Jan 21.
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心的外傷後ストレス症状（PTSS）に対する被災経験と性別の交互作用

震災関連トラウマが2013年の精神的健康に与える効果の推定値

家屋損失が認知機能障害に与える効果の推定値

効果が小さい 効果が大きい



震災で自宅が被害を受けた人は認知症の進むリスクが高まる。だが自宅が被害を受けた場合でも震災後に友人が増えるなど社会的結びつきが以前よりも改善した人は、認知

症の進行が抑制されるという研究結果を、米ハーバード公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を対象に実施したデータを分析。

認知症と判定された人は、震災前は全体の4.1％で、震災後は11.5％に増えていた。社会的結びつきの強さは「友人・知人に会う頻度」「スポーツクラブへの参加頻度」「趣味の

会への参加頻度」などを基に点数化。震災後に社会的結びつきが１点悪化すると自宅への被害が認知症悪化に及ぼす影響は大きくなるのに対し、社会的結びつきが１点改善

すると自宅への被害が認知症悪化に及ぼす影響は小さくなる、という結果が得られた。地震や津波で自宅を失うほどの被害に遭った場合でも、社会的結びつきを強める支援を

することで認知機能の悪化を抑えられる可能性が示された。

震災前の社会的結びつきが震災後の認知症進行を抑制

社会的な結びつきが被災経験による認知症の進行を緩和
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Hikichi H, Tsuboya T, Aida J, Matsuyama Y, Kondo K, Subramani an SV, Kawachi I: Social 
capital and cognitive decline in the aftermath of a natural disaster: a natural experiment 
from the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Lancet Planet Health. 2017 Jun;1
(3):e105-e113. doi:10.1016/S2542-5196(17)30041-4.

仮設住宅への集団入居でメンタルヘルス良好

岩沼市では、被災した人たちが仮設住宅に入居する際、抽選による方法とは別に、一部で元の集落の人たちがまとまって同じ場所に入る「集団入居」が実施された。東北大大学院歯学研

究科の小山史穂子らは集団入居がもたらす効果を調べるため、2012年に仮設住宅の40歳以上の全住民を調査した。データを分析すると、入居方法の違いによるメンタルヘルスの状況

には統計的に有意な差がなかったものの「抽選で入居した人は集団入居の人に比べ人間関係や周囲からの手助けがない人の割合が多い」「人間関係や周囲からの手助けがないことは

メンタルヘルス悪化のリスクを増加させる」ことが分かった。集団入居によって被災前の人間関係が維持され、メンタルヘルスが良好に保たれる可能性が示唆された。

※通常の岩沼プロジェクトと異なり、震災直後に65歳未満の成人も含む、仮設住宅のみで実施した調査。
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Koyama S, Aida J, Kawachi I, Kondo N, Subramanian SV, Ito K, Kobashi G, Masuno K, Kondo K, Osaka K: Social support improves mental health among the victims relocated to temporary housing following the Great East Japan 
Earthquake and Tsunami. Tohoku J Exp Med. 2014 Nov;234(3):241-7. doi:10.1620/tjem.234.241.

震災前および震災後 震災前および震災後

※個人の社会的な結びつきを考慮済み

「地域力」が自立度低下を緩和

地域内の社会的結びつきを「ソーシャル・キャピタル」と呼ぶ。住民が協調して活動することで生まれる信頼関係や人的ネットワークに基づく「地域力」のようなもので、信頼感、活動へ

の参加頻度、互いに助け合う関係の有無などで測定する。米ノースイースタン大のKrisztina Geroらは、ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を対象に実施した調査のデータ

を使い、ソーシャル・キャピタルと、高齢者の自立度との関係を分析した。自立度は、調理や買い物など13項目についてできるかできないかで点数化するＩＡＤＬ（手段的日常動作能力）

という指標で測定。震災を境に自立度の平均は少し低下していた。地域レベルでは運動クラブや趣味のグループ、ボランティアといった活動への参加頻度も低下し、互いに助け合う

関係も弱まっていた。それでも地域レベルで活動への参加頻度が高かった場合には、震災後に自立度が低下するリスクは低いことが明らかになった。日頃からそうした地域づくりを進

めることで、災害時に自宅への被害や転居に伴って起こる自立度の低下が緩和される可能性がある。

社会的な結びつきが強い地域では、震災後の生活機能低下が約1/3に
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Gero K, Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Associations 
Between Community Social Capital and Preservation of 
Functional Capacity in the Aftermath of a Major Disaster. 
Am J  Epidemiol .  2020 Nov 2;189(11) :1369-1378.  
doi:10.1093/aje/kwaa085.

震災前および震災後 社会的結びつきを強める取り組みが重要

米ハーバード公衆衛生大学院の Ichiro・Kawachi らは、岩沼市でのＪＡＧＥＳによる調査結果を使った、いくつかの研究結果について考察した。まず、自宅を失いプレハブ仮設住

宅に移った人でうつ症状の出るリスクが高いという結果について、別の研究で発症に関連する睡眠障害は住環境が原因と考えられなかったことから、社会的結びつきの弱さを

一因として挙げた。次に、自宅への被害が大きいほど認知症が進行したという結果については、被害が大きいほど転居の可能性が高まり、社会的結びつきが断たれて孤立しやす

くなるためだとの見方を示した。地域の社会的結びつきである「ソーシャル・キャピタル」が豊かだと、心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）や認知機能低下のリスクが下がるという結

果も踏まえ、災害に強い地域をつくるには、社会的結びつきを強めるような取り組みを普段から、そして復興期にも進めることが重要だと指摘した。

住宅被害の深刻度に応じた認知症症状のレベルの増加

15

Kawachi I, Aida J, Hikichi H, Kondo K: Disaster 
resilience in aging populations: lessons from 
the 2011 Great East Japan earthquake and 
tsunami. Journal of the Royal Society of New 
Z e a l a n d .  2 0 2 0  F e b  4 ; 5 0 ( 2 ) : 2 6 3 - 2 7 8 .  
doi:10.1080/03036758.2020.1722186.

宮城県

東京

震源地

人口集中地区（DID）
浸水地域

震災前および震災後
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集団移転の負の側面

震災後の移転方法として、集団移転は個別移転や抽選移転に比べてソーシャル・キャピタルを強める効果がある。しかしその一方で、肥満やうつのリスクを高めるという負の側面があ

ることがわかった。そこで、移転方法が健康に与える影響について調査した。震災前の2010年に岩沼市の高齢者5,058名を対象にした調査を行っていた。震災後、2013年と2016年

に追跡調査を行い、2,664名を解析対象とした。その結果、プレハブ仮設住宅への集団移転は、他の移転方法に比べて肥満やうつの割合が高いという結果が示された。プレハブ仮設

団地では飲食を伴う地域の会合などが多く、それがBMI増加に結びついた可能性がある。集団移転者に対し、身体活動の機会を設けることが有効になることが示唆された。

プレハブ仮設住宅への集団移転は肥満とうつのリスクを高める

長期影響

長期影響

34

Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I. Six-year follow-up study of residential displacement and health outcomes following the 
2011 Japan Earthquake and Tsunami. Proc Natl Acad Sci U S A. 2021 Jan 12;118(2):e2014226118. doi: 10.1073/pnas.2014226118. 
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通常、加齢に伴いBMIが減少するが、
プレハブ仮設に集団移転した高齢者は、

BMIが増加した。

プレハブ仮設への集団移転は、
30歳加齢した場合の

うつ発症リスク増加に相当する。
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災害後の認知障害における個人間の異質性についてはあまり知られていない。芝らは、2011年の東日本大震災に直接影響を受けた岩沼市の高齢者約3,000人を対象者としたデー

タをもとに、2011年の震災前2010年と震災後2013年、2016年に評価された、家屋損失と認知障害の関連において、強い異質性を見出した。災害による家屋損失が最も認知障害に

影響する層は、社会経済階層が下位で震災前に健康問題を持っていた傾向があった。この結果、災害後に認知障害を経験する特定の集団が存在することが示唆された。

Shiba K, Daud A, Hikichi H, Yazawa A, Aida J, Kondo K, Kawachi I : Heterogeneity in cognitive 
disability after a major disaster: A natural experiment study. Science Advances, 29 Sep 2021, Vol 
7, Issue 40. DOI:10.1126/ sciadv.abj 2610.

震災による認知機能障害には異質性が存在35

元々健康状態が悪い、社会経済的に恵まれない人でより大きな悪影響

効果が大きい効果が小さい
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震災後の心的外傷後ストレス症状（PTSS）の男女差

災害後、女性の方が男性より心的外傷後ストレス障害（PTSD）を発症しやすいことが知られている。可能性として、女性の方が災害時に被害に遭いやすいこと、女性の方が同じ被害

に対して脆弱であることが挙げられる。東日本大震災前後に取得した3,334人の追跡データを利用し、どのような要因が心的外傷後ストレス症状（PTSS）の男女差を説明するのかを

検討した。震災から2年半後、女性の方が1.6倍多くPTSSを抱えていた。女性の方が家屋被害や家族との死別を経験しやすく、男女差が説明できることがわかった。女性の方が地域

コミュニティの中で人付き合いの役割を担うことが多く、心的外傷後ストレス症状に繋がったのかもしれない。

長期影響36

Yazawa, A., Aida, J., Kondo, K., & Kawachi, I. (2022) Gender differences in risk of posttraumatic stress symptoms after disaster 
among older people: Differential exposure or differential vulnerability? Journal of Affective Disorders, 297, 447‒454.

女性では男性より1.6倍PTSSが多い。地域コミュニティでの役割の減少が一因の可能性あり
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震災関係トラウマ

震災経験が精神的健康に与える影響には異質性がある 長期影響

震災経験が人々の精神的健康にどのように影響するか。2011年の東日本大震災の影響を受けた宮城県岩沼市の人々を対象に、災害前（2010年）、災害後2年半（2013年）、そして

5年半（2016年）の時点での調査データを使用し、家屋全壊や親しい人の喪失など、災害に関連するトラウマ体験を評価した。機械学習アプローチを用い、災害後の精神的健康に対

するトラウマの影響を分析した。その結果、災害関連のトラウマが精神的健康に与える影響は、集団間で大きく異なることが明らかになった。たとえ全体的には影響が見られない場合

でも、特定の集団では深刻な影響があることがわかった。特に、最も脆弱なグループと最も回復力のあるグループを比較すると、脆弱なグループは、もともと抑うつ症状があり、低い社

会経済階層であることが多かった。震災経験が精神的健康に与える影響は人によって異なること、特に脆弱な集団を特定することの重要性を示した。

Koichiro Shiba, Adel Daoud, Shiho Kino, Daisuke Nishi, Katsunori Kondo, Ichiro Kawachi. Uncovering heterogeneous 
associations of disaster-related traumatic experiences with subsequent mental health problems: A machine learning 
approach Psychiatry Clin Neurosci. 2022 Apr;76(4):97-105. doi: 10.1111/pcn.13322. Epub 2022 Jan 21.
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心的外傷後ストレス症状（PTSS）に対する被災経験と性別の交互作用

震災関連トラウマが2013年の精神的健康に与える効果の推定値

家屋損失が認知機能障害に与える効果の推定値

効果が小さい 効果が大きい



震災後の近所付き合い、うつ症状悪化を抑える

震災前には近所付き合いがなかった高齢者も、震災後に近所付き合いが生まれれば、うつ症状の悪化が抑制されることが、国立保健医療科学院の佐々木由理らの研究で明ら

かになった。岩沼市の高齢者3,111人を2010年と13年に調べたデータを分析したところ、全体の3分の1の人で震災前に比べ、うつ症状が悪化していた。震災前よりも震災後に

近所付き合いが増えた人では、震災の前も後も近所付き合いがある人に比べ、うつ症状の悪化の度合いが少なかった。

被災者を孤立させず、近所付き合いが生まれるようなコミュニティーづくりの重要性を示す結果だ。
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変化、震災による「転居」および「身近な親族や友人との死別」の
影響を調整しています。
＊は統計的に有意な関連があったことを示しています。
※の基準が発表論文と異なります。
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震災前後のご近所づきあいの変化

＊

※

ご近所づきあいの変化と うつ症状の悪化の度合いの関係

Sasaki Y, Tsuji T, Koyama S, Tani Y, Saito T, Kondo K, Kawachi I, Aida J: 
Neighborhood Ties Reduced Depressive Symptoms in Older Disaster 
Survivors: Iwanuma Study, a Natural Experiment. Int J Environ Res Public 
Health. 2020 Jan 3;17(1):337. doi:10.3390/ijerph17010337.

16 震災前および震災後

転居は受け入れ地域の人間関係に影響

地震と津波による被害を受けた岩沼市では仮設住宅への転居を余儀なくされた市民が少なくない。転居がそれを受け入れた地域の人間関係にどのような影響を及ぼすのかを探

ろうと、米ノースイースタン大のKrisztina Geroらは、ＪＡＧＥＳの2010年と13年の調査データを分析した。その結果、被災者の転居先となった仮設住宅が自宅から250m以内にある

人は、転居してきた人たちに対する信頼だけでなく元々の住民に対する信頼も弱まる、という傾向がみられた。同市の場合、地域ごとにまとまって同じ場所に転居する「集団移転」に

よって社会的結びつきが維持されたという研究結果も出ている。この研究からは、転居先となる地域の住民との良好な関係をどう構築していくかが課題として浮かび上がった。

地震後に転居した人々の人間関係（信頼度）の変化

外部の人との信頼度の変化 近隣住民との信頼度の変化
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Gero K, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Evaluation of Trust Within a Community After Survivor Relocation Following the Great East Japan Earthquake 
and Tsunami. JAMA Netw Open. 2020 Nov 2;3(11):e2021166. doi:10.1001/jamanetworkopen.2020.21166.

17 震災前および震災後 震災前および震災後

経済状況悪化で歯を失うリスクが増加

震災の被害が大きかった人はその後に歯を失った割合が高いという研究結果を、東北大大学院歯学研究科の松山祐輔らがまとめた。要因としては自宅への被害や経済状況の

悪化が考えられる。ＪＡＧＥＳの2010年と13年の調査データを分析。対象とした3,039人のうち8.2％が震災後に歯を失っており、経済状況の悪化や自宅への被害の程度が大き

いほど、歯を失う人の割合が大きかった。年齢や教育歴、震災前の所得や健康状態などの条件をそろえて分析すると、歯を失うリスクは経済状況の悪化で8.1％増え、自宅への

被害で1.7％増えるという結果が得られた。家族や友人を亡くしたことと歯を失うリスクの間には関連がみられなかった。被災者は口の健康も悪化しやすいことが明らかになり、被

災直後の避難所での口腔衛生支援、歯ブラシの配布、歯磨きをする場所の確保といった対策の重要性が示された。

7.4

変化なし

12.4

苦しくなった

7.9

被害なし

15.5

全壊
0

20

15

10

5

歯
を
喪
失
し
た
人
の
割
合（
％
）

※n=2,332（すべての項目に回答した人のみを集計したため）
※歯の喪失：2010年にくらべ2013年で回答した歯の数が少
ないこと
※性別、年齢、教育歴、震災前の所得・健康状態、震災後の精神
的ストレス、家族・友人の喪失を考慮しても、経済状況の変
化、家屋の被害ともに統計的に有意な関連がみられました

震災による経済状況の変化 家屋の被害

震災被害が大きかった人は、歯を失う割合が高い

18

Matsuyama Y, Aida J, Tsuboya T, Hikichi H, Kondo K, Kawachi I, Osaka K: 
Are Lowered Socioeconomic Circumstances Causally Related to Tooth 
Loss? A Natural Experiment Involving the 2011 Great East Japan 
E a r t h q u a k e .  Am  J  E p i d em i o l .  2 0 1 7  J u l  1 ; 1 8 6 ( 1 ) : 5 4 - 6 2 .  
doi:10.1093/aje/kwx059.

震災前および震災後

ソーシャル・キャピタルの減少は抑うつ症状増加の要因とならない

大規模災害後、トラウマ経験をした被災者の間では抑うつ傾向が増加することが知られていた。その原因のひとつがソーシャル・キャピタルの減少によるものだと考えられてきた。

しかし、米ハーバード公衆衛生大学院の芝孝一郎らが、2011年に発生した東日本大震災の被災者約3,500名の追跡データを使用し、ソーシャル・キャピタルの変化と抑うつ症

状の増加との関連を統計学的に厳密な手法を用いて検討したところ、ソーシャル・キャピタルと抑うつの関連をほとんど説明しないことが分かった。

家屋損失

所得の変化
（単位:100万円）

主観的経済状況の悪化

職を失う

友人との死別

家族・親戚との死別
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A:震災経験と2013年の抑うつの関係

社会的なつながり
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B:震災前後の社会的サポート・社会的資本の変化と2013年の抑うつの関係

（注意）2010年の居住自治体・年齢・性別・教育歴・所得・IADL・
婚姻状況の影響を補正しています。

災害後の社会的サポート・社会的資本の減少は被災者の抑うつ症状増加を説明しない

19

Shiba K, Yazawa A, Kino S, Kondo K, Aida J, Kawachi I: Depressive symptoms in the aftermath of major disaster: 
Empirical test of the social support deterioration model using natural experiment. Wellbeing, Space and Society. 
2020 Jan 1;1:100006. doi:10.1016/j.wss.2020.100006.

2010-2013年の抑うつ症状の変化（GDSスコア） 2010-2013年の抑うつ症状の変化（GDSスコア）
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メンタルヘルス問題の長期化防ぐ経済支援

米ハーバード公衆衛生大学院の木野志保らはＪＡＧＥＳの

データを使って、震災後、メンタルヘルスへの影響が長期

化する背景を探った。まず、2013年の調査時点で心的外

傷後ストレス反応（ＰＴＳＳ）があり、16年の調査時点も続

いている場合には「失職」が強く関連していることが分かっ

た。震災前にうつ症状があるとＰＴＳＳが長期間続く可能性

が高い傾向がみられた。次に、13年にはＰＴＳＳがなかった

のに16年にＰＴＳＳがある場合には「震災後に経済的な状

況が悪化したと自覚していること」と「震災前にうつ症状が

あったこと」が強く関連していた。災害に伴って起こるメン

タルヘルスの問題を長引かせないためには、経済的支援

が重要であることを示唆する結果だ。

心的外傷後ストレス症状のモデルの結果
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2011年東日本大震災後の長期的な精神的健康状態を追跡した研究はほとんどない。そこで、東日本大震災後のうつ症状と心的外傷後ストレス症状（PTSS）の軌跡を記録し、

その関連要因の検証を行った。震災前の2010年、震災後の2013年、2016年に行った調査では、PTSSの対象者は253名、うつ症状の対象者は504名だった。その結果、震災後

のうつ症状は、被災者の約半数が寛解していた。また約58％がPTSSを寛解し、約5％がPTSSを遅れて発症した。震災によって失業した人の場合、他の要因と比較して約2倍に

あたる人がPTSSが5年半持続しており、震災後に経済状況が悪化したと報告した人も他の要因と比較して約2倍以上PTSSが遅れて発症する割合が高かった。

震災による失業と経済状態の低下がPTSSの持続や遅延発症に影響

PTSS （n=106） 非PTSS （n=147）

症状が持続 回復

PTSS （n=109） 非PTSS （n=1,913）

遅れて発症 発症せず

2013年

2016年

PTSS症状の
遷移

うつ （n=504）

うつ （n=338）

うつ（n=258） 非うつ （n=80）

非うつ （n=166）

症状が持続

症状が持続するリスク 症状が変動するリスク 症状が永続性するリスク 症状が遅発性するリスク

症状が持続 回復回復 変動 回復

うつ（n=63） 非うつ （n=103）

非うつ （n=1,231）

うつ （n=168）

うつ （n=83） 非うつ （n=85）

非うつ （n=1,063）

遅れて発症 発症せず

うつ（n=101） 非うつ（n=962）

2010年

2013年

2016年

うつ症状の
遷移

長期影響33

Kino S, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Persistent mental health impacts of disaster. Five-year follow-up after the 2011 great east Japan 
earthquake and tsunami: Iwanuma Study. J Psychiatr Res. 2021 Apr;136:452-459. doi:10.1016/j.jpsychires.2020.08.016. Epub 2020 Aug 23.

転居に伴いメタボリック症候群リスクが上昇

岩沼市の沿岸部で津波の被害に遭い、自宅を

失った人の中には、まず市の中心部にある仮設

住宅などに入った後、そこからさらに中心部から

約4km離れた災害公営住宅に移った人もいる。

米ハーバード公衆衛生大学院の芝孝一郎らは、

スーパーや飲食店、パチンコ店まで遠かった地

域から、それらの店舗が近くにある地域に転居す

ると、メタボリック症候群のリスクが高まるという

研究結果をまとめた。ＪＡＧＥＳが岩沼市の高齢

者を調べた2010年、13年、16年のデータと、特

定健診の結果を突き合わせて分析。転居に伴う

環境変化とメタボリック症候群に関連する検査

数値の関連を調べた。居住地域を店舗の密度

などを基に「高」「中」「低」の３段階で評価。「低」

から「高」への転居は、体格指数（ＢＭＩ）0.46増、

腹囲1.8cm増、ＬＤＬコレステロールが増加、ＨＤ

Ｌコレステロールが減少と、いずれもメタボリック

症候群のリスク上昇に関連していた。そのうちＢ

ＭＩは女性のみで増加。体操など被災者の健康

を守る取り組みの効果が、転居に伴う環境変化

によって打ち消される可能性が示唆された。

近隣環境と生活習慣病の相関関係

転居
なし

転居
あり

全体

-20 -10

収縮期血圧（mm/Hg）

100

転居
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転居
あり
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-50 -25

中性脂肪（mg/dL）

0 25 50

-10 -5

拡張期血圧（mm/Hg）

50
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-20

LDL（mg/dL）
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0

近隣環境の種類/歩きやすさ
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中
高

男女
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長期影響31

Shiba K, Hanazato M, Aida J, Kondo K, Arcaya M, James P, Kawachi I: Cardiometabolic Profiles and Change in Neighborhood Food and Built Environment 
Among Older Adults: A Natural Experiment. Epidemiology. 2020 Nov;31(6):758-767. doi:10.1097/EDE.0000000000001243.

PTSS （n=253） 非PTSS （n=2,022）

オ
ッ
ズ
比

トラウマ体験と長期的な健康被害の関連

震災によるトラウマは長期にわたって健康に悪影響を及ぼすことが、複数の研究から報告されている。一方で、震災後に取得されたデータを従来の統計手法で分析すると、バイアスが

かかり過小評価となってしまう問題が指摘されていた。そこで、東日本大震災の被災者約4,800名の追跡データを使用し、震災による家屋喪失の長期的な健康効果がどの程度異なる

かを比較した。その結果、たとえば、家屋喪失をした集団はそうでない集団に比べて5.5年後も抑うつ症状を持つ人が2倍多いことが実証されるなど、震災におけるトラウマ体験と健康

被害の関連が過小に評価されていたことがわかった。「長期的に健康への悪影響は弱まっていく」わけではないため、被災者への継続した健康サポートが必要となる。

バイアス
調整法３ 2.00（1.21,2.87）

1.21（0.70,1.69）

1.34（0.96,1.68）

1.21（0.85,1.60）

バイアス
調整法２

バイアス
調整法１

バイアス
未調整

分析方法

リスク比

リスク比（95％信頼区間）

震災の長期的な健康効果が過小評価されていた可能性

0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

従来の分析手法では家屋損失と
抑うつ症状の関連がないように見える

一部の集団では家屋損失した人は
2016年の抑うつ症状が2倍

（n=4,857）

注意）バイアス調整法3は被災者の一部（家屋喪失の
有無にかかわらず、5.5年後の調査に参加していたで
あろう人）における家屋喪失の健康影響を評価しています。

長期影響32

Shiba K, Kawahara T, Aida J, Kondo K, Kondo N, James P, Arcaya M, Kawachi I: Causal Inference in Studying the Long-term 
Health Effects of Disasters: Challenges and Potential Solutions. Am J Epidemiol. 2021 Mar 17. doi:10.1093/aje/kwab064.
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震災後の近所付き合い、うつ症状悪化を抑える

震災前には近所付き合いがなかった高齢者も、震災後に近所付き合いが生まれれば、うつ症状の悪化が抑制されることが、国立保健医療科学院の佐々木由理らの研究で明ら

かになった。岩沼市の高齢者3,111人を2010年と13年に調べたデータを分析したところ、全体の3分の1の人で震災前に比べ、うつ症状が悪化していた。震災前よりも震災後に

近所付き合いが増えた人では、震災の前も後も近所付き合いがある人に比べ、うつ症状の悪化の度合いが少なかった。

被災者を孤立させず、近所付き合いが生まれるようなコミュニティーづくりの重要性を示す結果だ。

-0.5
-0.39

0.15

0.01

-0.3

-0.4

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2
う
つ
症
状
の
悪
化
の
度
合
い（
得
点
）

「年齢」、「性別」、並びに「治療」、「独居」、「社会参加」、「喫煙習
慣」、「飲酒習慣」、「主観的経済状況」、「歩行習慣」の震災前後の
変化、震災による「転居」および「身近な親族や友人との死別」の
影響を調整しています。
＊は統計的に有意な関連があったことを示しています。
※の基準が発表論文と異なります。

ご近所づきあい
あり▶あり（基準  ）
（n=2,195）

なし▶あり
（n=257）

あり▶なし
（n=336）

なし▶なし
（n=323）

震災前後のご近所づきあいの変化

＊

※

ご近所づきあいの変化と うつ症状の悪化の度合いの関係

Sasaki Y, Tsuji T, Koyama S, Tani Y, Saito T, Kondo K, Kawachi I, Aida J: 
Neighborhood Ties Reduced Depressive Symptoms in Older Disaster 
Survivors: Iwanuma Study, a Natural Experiment. Int J Environ Res Public 
Health. 2020 Jan 3;17(1):337. doi:10.3390/ijerph17010337.

16 震災前および震災後

転居は受け入れ地域の人間関係に影響

地震と津波による被害を受けた岩沼市では仮設住宅への転居を余儀なくされた市民が少なくない。転居がそれを受け入れた地域の人間関係にどのような影響を及ぼすのかを探

ろうと、米ノースイースタン大のKrisztina Geroらは、ＪＡＧＥＳの2010年と13年の調査データを分析した。その結果、被災者の転居先となった仮設住宅が自宅から250m以内にある

人は、転居してきた人たちに対する信頼だけでなく元々の住民に対する信頼も弱まる、という傾向がみられた。同市の場合、地域ごとにまとまって同じ場所に転居する「集団移転」に

よって社会的結びつきが維持されたという研究結果も出ている。この研究からは、転居先となる地域の住民との良好な関係をどう構築していくかが課題として浮かび上がった。

地震後に転居した人々の人間関係（信頼度）の変化

外部の人との信頼度の変化 近隣住民との信頼度の変化

100m以内の国内避難
250m以内の国内避難
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1.20
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大幅に弱化震災後 弱化 強化 大幅に強化

1.07

1.15

0.89
0.92 0.92 0.93

0.80 0.81 0.80

0.75
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0.90

0.95
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1.20

1.15
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大幅に弱化震災後 弱化 強化 大幅に強化

1.07

1.16

0.89

0.97
0.96 0.95

0.84

0.90

（n=12） （n=58） （n=400） （n=34） （n=12） （n=61） （n=553） （n=36）

Gero K, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Evaluation of Trust Within a Community After Survivor Relocation Following the Great East Japan Earthquake 
and Tsunami. JAMA Netw Open. 2020 Nov 2;3(11):e2021166. doi:10.1001/jamanetworkopen.2020.21166.

17 震災前および震災後 震災前および震災後

経済状況悪化で歯を失うリスクが増加

震災の被害が大きかった人はその後に歯を失った割合が高いという研究結果を、東北大大学院歯学研究科の松山祐輔らがまとめた。要因としては自宅への被害や経済状況の

悪化が考えられる。ＪＡＧＥＳの2010年と13年の調査データを分析。対象とした3,039人のうち8.2％が震災後に歯を失っており、経済状況の悪化や自宅への被害の程度が大き

いほど、歯を失う人の割合が大きかった。年齢や教育歴、震災前の所得や健康状態などの条件をそろえて分析すると、歯を失うリスクは経済状況の悪化で8.1％増え、自宅への

被害で1.7％増えるという結果が得られた。家族や友人を亡くしたことと歯を失うリスクの間には関連がみられなかった。被災者は口の健康も悪化しやすいことが明らかになり、被

災直後の避難所での口腔衛生支援、歯ブラシの配布、歯磨きをする場所の確保といった対策の重要性が示された。

7.4

変化なし

12.4

苦しくなった

7.9
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15.5
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※n=2,332（すべての項目に回答した人のみを集計したため）
※歯の喪失：2010年にくらべ2013年で回答した歯の数が少
ないこと
※性別、年齢、教育歴、震災前の所得・健康状態、震災後の精神
的ストレス、家族・友人の喪失を考慮しても、経済状況の変
化、家屋の被害ともに統計的に有意な関連がみられました

震災による経済状況の変化 家屋の被害

震災被害が大きかった人は、歯を失う割合が高い

18

Matsuyama Y, Aida J, Tsuboya T, Hikichi H, Kondo K, Kawachi I, Osaka K: 
Are Lowered Socioeconomic Circumstances Causally Related to Tooth 
Loss? A Natural Experiment Involving the 2011 Great East Japan 
E a r t h q u a k e .  Am  J  E p i d em i o l .  2 0 1 7  J u l  1 ; 1 8 6 ( 1 ) : 5 4 - 6 2 .  
doi:10.1093/aje/kwx059.

震災前および震災後

ソーシャル・キャピタルの減少は抑うつ症状増加の要因とならない

大規模災害後、トラウマ経験をした被災者の間では抑うつ傾向が増加することが知られていた。その原因のひとつがソーシャル・キャピタルの減少によるものだと考えられてきた。

しかし、米ハーバード公衆衛生大学院の芝孝一郎らが、2011年に発生した東日本大震災の被災者約3,500名の追跡データを使用し、ソーシャル・キャピタルの変化と抑うつ症

状の増加との関連を統計学的に厳密な手法を用いて検討したところ、ソーシャル・キャピタルと抑うつの関連をほとんど説明しないことが分かった。

家屋損失

所得の変化
（単位:100万円）

主観的経済状況の悪化

職を失う

友人との死別

家族・親戚との死別

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

A:震災経験と2013年の抑うつの関係

社会的なつながり

家族・友人以外からの
情緒的サポート

家族・友人以外からの
道具的サポート

社会参加

家族・友人からの
道具的サポート

家族・友人からの
情緒的サポート

-0.5 0.0 -0.5 1.0 1.5 2.0 2.5

B:震災前後の社会的サポート・社会的資本の変化と2013年の抑うつの関係

（注意）2010年の居住自治体・年齢・性別・教育歴・所得・IADL・
婚姻状況の影響を補正しています。

災害後の社会的サポート・社会的資本の減少は被災者の抑うつ症状増加を説明しない

19

Shiba K, Yazawa A, Kino S, Kondo K, Aida J, Kawachi I: Depressive symptoms in the aftermath of major disaster: 
Empirical test of the social support deterioration model using natural experiment. Wellbeing, Space and Society. 
2020 Jan 1;1:100006. doi:10.1016/j.wss.2020.100006.

2010-2013年の抑うつ症状の変化（GDSスコア） 2010-2013年の抑うつ症状の変化（GDSスコア）
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メンタルヘルス問題の長期化防ぐ経済支援

米ハーバード公衆衛生大学院の木野志保らはＪＡＧＥＳの

データを使って、震災後、メンタルヘルスへの影響が長期

化する背景を探った。まず、2013年の調査時点で心的外

傷後ストレス反応（ＰＴＳＳ）があり、16年の調査時点も続

いている場合には「失職」が強く関連していることが分かっ

た。震災前にうつ症状があるとＰＴＳＳが長期間続く可能性

が高い傾向がみられた。次に、13年にはＰＴＳＳがなかった

のに16年にＰＴＳＳがある場合には「震災後に経済的な状

況が悪化したと自覚していること」と「震災前にうつ症状が

あったこと」が強く関連していた。災害に伴って起こるメン

タルヘルスの問題を長引かせないためには、経済的支援

が重要であることを示唆する結果だ。

心的外傷後ストレス症状のモデルの結果
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2016年回復
2013年からPTSS（持続）PTSS持続モデル

2016年で症状なし
遅発PTSS遅発モデル

2011年東日本大震災後の長期的な精神的健康状態を追跡した研究はほとんどない。そこで、東日本大震災後のうつ症状と心的外傷後ストレス症状（PTSS）の軌跡を記録し、

その関連要因の検証を行った。震災前の2010年、震災後の2013年、2016年に行った調査では、PTSSの対象者は253名、うつ症状の対象者は504名だった。その結果、震災後

のうつ症状は、被災者の約半数が寛解していた。また約58％がPTSSを寛解し、約5％がPTSSを遅れて発症した。震災によって失業した人の場合、他の要因と比較して約2倍に

あたる人がPTSSが5年半持続しており、震災後に経済状況が悪化したと報告した人も他の要因と比較して約2倍以上PTSSが遅れて発症する割合が高かった。

震災による失業と経済状態の低下がPTSSの持続や遅延発症に影響
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長期影響33

Kino S, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Persistent mental health impacts of disaster. Five-year follow-up after the 2011 great east Japan 
earthquake and tsunami: Iwanuma Study. J Psychiatr Res. 2021 Apr;136:452-459. doi:10.1016/j.jpsychires.2020.08.016. Epub 2020 Aug 23.

転居に伴いメタボリック症候群リスクが上昇

岩沼市の沿岸部で津波の被害に遭い、自宅を

失った人の中には、まず市の中心部にある仮設

住宅などに入った後、そこからさらに中心部から

約4km離れた災害公営住宅に移った人もいる。

米ハーバード公衆衛生大学院の芝孝一郎らは、

スーパーや飲食店、パチンコ店まで遠かった地

域から、それらの店舗が近くにある地域に転居す

ると、メタボリック症候群のリスクが高まるという

研究結果をまとめた。ＪＡＧＥＳが岩沼市の高齢

者を調べた2010年、13年、16年のデータと、特

定健診の結果を突き合わせて分析。転居に伴う

環境変化とメタボリック症候群に関連する検査

数値の関連を調べた。居住地域を店舗の密度

などを基に「高」「中」「低」の３段階で評価。「低」

から「高」への転居は、体格指数（ＢＭＩ）0.46増、

腹囲1.8cm増、ＬＤＬコレステロールが増加、ＨＤ

Ｌコレステロールが減少と、いずれもメタボリック

症候群のリスク上昇に関連していた。そのうちＢ

ＭＩは女性のみで増加。体操など被災者の健康

を守る取り組みの効果が、転居に伴う環境変化

によって打ち消される可能性が示唆された。

近隣環境と生活習慣病の相関関係
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Shiba K, Hanazato M, Aida J, Kondo K, Arcaya M, James P, Kawachi I: Cardiometabolic Profiles and Change in Neighborhood Food and Built Environment 
Among Older Adults: A Natural Experiment. Epidemiology. 2020 Nov;31(6):758-767. doi:10.1097/EDE.0000000000001243.

PTSS （n=253） 非PTSS （n=2,022）

オ
ッ
ズ
比

トラウマ体験と長期的な健康被害の関連

震災によるトラウマは長期にわたって健康に悪影響を及ぼすことが、複数の研究から報告されている。一方で、震災後に取得されたデータを従来の統計手法で分析すると、バイアスが

かかり過小評価となってしまう問題が指摘されていた。そこで、東日本大震災の被災者約4,800名の追跡データを使用し、震災による家屋喪失の長期的な健康効果がどの程度異なる

かを比較した。その結果、たとえば、家屋喪失をした集団はそうでない集団に比べて5.5年後も抑うつ症状を持つ人が2倍多いことが実証されるなど、震災におけるトラウマ体験と健康

被害の関連が過小に評価されていたことがわかった。「長期的に健康への悪影響は弱まっていく」わけではないため、被災者への継続した健康サポートが必要となる。

バイアス
調整法３ 2.00（1.21,2.87）

1.21（0.70,1.69）

1.34（0.96,1.68）

1.21（0.85,1.60）

バイアス
調整法２

バイアス
調整法１

バイアス
未調整

分析方法

リスク比

リスク比（95％信頼区間）

震災の長期的な健康効果が過小評価されていた可能性

0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0

従来の分析手法では家屋損失と
抑うつ症状の関連がないように見える

一部の集団では家屋損失した人は
2016年の抑うつ症状が2倍

（n=4,857）

注意）バイアス調整法3は被災者の一部（家屋喪失の
有無にかかわらず、5.5年後の調査に参加していたで
あろう人）における家屋喪失の健康影響を評価しています。

長期影響32

Shiba K, Kawahara T, Aida J, Kondo K, Kondo N, James P, Arcaya M, Kawachi I: Causal Inference in Studying the Long-term 
Health Effects of Disasters: Challenges and Potential Solutions. Am J Epidemiol. 2021 Mar 17. doi:10.1093/aje/kwab064.
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自宅全壊、メタボリック症候群リスクに長期的影響

震災で自宅が全壊した高齢者は自宅に被害のなかった人に比べ、震災から2年半後の時点でメタボリック症候群のリスクが高くなっていた。米ハーバード公衆衛生大学院の芝孝一郎らはそんな

研究結果をまとめた。自然災害の長期的な健康影響を明らかにした画期的な成果だ。ＪＡＧＥＳが岩沼市の高齢者を調べた2010年と13年のデータに、同市が実施した健康診断のデータを付き合

わせ、1,195人分のデータを分析。自宅が全壊した人では被害のなかった人を、体格指数（ＢＭＩ）で0.81、腹囲で4.26cmそれぞれ上回り、ＨＤＬコレステロールは4.77mg/dl下回っていた。家族・友

人との死別や自宅への小規模な被害と、メタボのリスクとの間には関連がみられなかったことから、仮設住宅への転居など自宅が全壊した人に特有の状況が原因となっている可能性がある。
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n=1,195。震災前後の値の変化の推定値が●で示されています。
その周りの線が0をまたいでいない場合、統計的に有意な差があったことを示します。 

家屋被害の程度と震災前後のメタボリック症候群リスク変化（2010－2013年間）

震災後23

Shiba K, Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Long-Term Associations Between Disaster Experiences and 
Cardiometabolic Risk: A Natural Experiment From the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Am J 
Epidemiol. 2019 Jun 1;188(6):1109-1119. doi:10.1093/aje/kwz065.

岩沼市の沿岸部で被災し自宅を失った人たちはプレハブの仮設住宅や、民間物件を行政が借り上げる「みなし仮設住宅」に入った。それらは市の中心部にあり、震災前に沿岸

部にいた頃よりも飲食店やスーパーに行きやすくなった。香港大公衆衛生大学院の引地博之らは、そんな生活環境の変化が高齢者の健康に与えた影響を調べようと、ＪＡＧＥＳ

の2010年と13年の調査データを3,567人について分析。

震災後、自宅から飲食店や食料品店までの最短距離が大幅に短縮した人は、体格指数（ＢＭＩ）が25以上の肥満になるリスクが高いという結果が得られた。自宅から店までの最

短距離が1km短くなることによるリスクの上昇は、居酒屋が1.43倍、ファストフード店が1.44倍、スーパーが1.46倍だった。被災者の健康を保つには転居先の生活環境への配慮

も重要であることが示唆された。

転居で飲食店が近くなると肥満リスクが上昇

1.43

居酒屋

1.44

ファストフード

1.46

スーパーマーケット
1.40

1.48

1.46

1.44

1.42

オ
ッ
ズ
比

注：この解析では、震災前に標準BMIであったが、震災後に肥満
（BMI25以上）になった人に着目し、BMIの変化が飲食店・食料
品店までの最短距離の差（震災前最短距離と震災後最短距離
の差分）と関連しているかどうかを検証した。オッズ比は全て統
計的に有意であった。

自宅から飲食店・食料品店までの距離と肥満リスクの関連

震災後22

Hikichi H, Aida J, Kondo K, Tsuboya T, Kawachi I: Residential relocation 
and obesity after a natural disaster: A natural experiment from the 2011 
Japan Earthquake and Tsunami .  Sc i  Rep.  2019 Jan 23 ;9(1) :374 .  
doi:10.1038/s41598-018-36906-y.

Tsuboya T, Aida J, Hikichi H, Subramanian SV, Kondo K, 
Osaka K, Kawachi I: Predictors of depressive symptoms 
fo l lowing the Great  East  Japan earthquake:  A  
prospective study. Soc Sci Med. 2016 Jul;161:47-54. 
doi:10.1016/j.socscimed.2016.05.026. Epub 2016 May 20.

震災は多くの人の心に深い傷跡を残した。東北大大学院歯学研究科の坪谷透らは、岩沼市の高齢者3,464人について、震災前の2010年と震災後の13年に調査したデータを

分析。震災から約2年半たっても被害が被災者を精神的に悩ませていることを明らかにした。それによると、被害のうち「自宅の全壊」「職を失った」「被災後に精神科を受診できな

かった」ということが13年時点でのうつ症状の悪化に関連していた。自宅が全壊したことによる悪化は特に男性で顕著だった。

被災後に精神科医らの診療チームが活動することにより影響を軽減できる可能性を示唆する結果だ。

3つの出来事がうつ症状悪化に影響

自宅全壊
（男女）
（n=153）

自宅全壊
（男性）

自宅全壊
（女性）

仕事の喪失
（n=134）

精神科受診障害
（n=17）

0

3

2

1

う
つ
症
状
尺
度
の
得
点

※縦軸の値は高齢者用うつ症状尺度（15項目
版geriatric depression scale）の得点の
悪化分を意味する。
※自宅全壊、仕事の喪失、精神科受診障害（精
神科を受診できなかったこと）は、震災後約
3年後の抑うつ状態の悪化と統計学的に有
意な関連を示した。

抑うつ症状の悪化の程度

震災後20

内科受診は高齢者自立の鍵

震災による被害と高齢者自立度の悪化の関連

高齢者がどれだけ自立した生活をしているかを測る物差しとして「ＩＡＤＬ（手段的日常動作能力）」がある。調理や買い物、金銭の管理など13項目について、できるかできないかで

点数化し、点数が高いほど自立度は高い。東北大大学院歯学研究科の坪谷透らは、岩沼市の高齢者3,547人について震災前の2010年8月に調べたＩＡＤＬのデータと、13年10

月に調べた震災による被害とＩＡＤＬのデータを分析。「自宅が全壊した」「失職した」「震災後に内科を受診できなかった」という3項目がＩＡＤＬの低下に関連するとの結果を得た。内

科を受診できないことが生活自立度の低下につながる道筋としては、糖尿病や心臓病など持病のある人が薬の処方を受けられないことが考えられる。被災地の医療体制が回復

するまで活動する医療チームの派遣などの支援策が、高齢者の自立生活維持に役立つ可能性が示唆された。
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※縦軸の値は高齢者の自立度(13項目版Instrumental Activities of
　Daily Living, IADL)の得点の悪化分
※自宅全壊、 仕事の喪失、 内科受診障害（震災後に内科を受診できなかっ
　たこと）は、 震災後約3年後の自立度の悪化と統計学的に有意な関連を
　示した
※加齢による自立度の悪化との比較のために、 1歳の加齢、 10歳の加齢の
　グラフを併記した

自宅の全壊 仕事の喪失 内科受診障害 1歳の加齢 10歳の加齢

157人 141人 161人
（n=3,547）

震災後21

Tsuboya T, Aida J, Hikichi H, Subramanian SV, Kondo K, Osaka K, Kawachi I: 
Predictors of decline in IADL functioning among older survivors following the Great 
East Japan earthquake: A prospective study. Soc Sci Med. 2017 Mar;176:34-41. 
doi:10.1016/j.socscimed.2017.01.022. Epub 2017 Jan 18.
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自宅喪失は５年半後も認知機能低下のリスク

震災で自宅を失ったことが震災から5年半たっても高齢者の認知機能低下のリスク要因となっているという研究結果を、香港大公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。

岩沼市で2010年8月に調査した高齢者を16年11月に追跡調査し2,810人のデータを集めて分析。震災で自宅が全壊した人は、自宅が無事だった人に比べ認知機能低下のリス

クが高くなっていた。自宅を失い、転居したことで友人や近所の人たちとの付き合いがなくなり、１日当たりの歩行時間も減ったことが認知機能の低下をもたらした可能性がある。

対策としては、転居先で高齢者が社会参加できる場をつくることなどが考えられる。
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＊ p < .01 統計学的に認知機能低下と
   有意な関連があることを示す

0.07

0.12
＊

0.10
＊

（n=2,810）

認知機能低下のリスク要因

長期影響29

Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Persistent 
impact of housing loss on cognitive decline after 
the 2011 Great East Japan earthquake and tsunami: 
Evidence from a 6-year  longitudinal  study.  
Alzheimers Dement. 2019 Aug;15(8):1009-1018. 
doi:10.1016/j.jalz.2019.04.016. Epub 2019 Aug 1.

メンタルヘルスへの長期的影響

災害で親族を亡くしたり自宅が被害に遭ったりして重度の精神的トラウマを受けると、つらい記憶が突然よみがえるなどの心的外傷後ストレス反応（ＰＴＳＳ）や、

うつ症状が出ることがある。メンタルヘルスに震災が及ぼす長期的な影響を調べるため、米ハーバード公衆衛生大学院の木野志保らは、ＪＡＧＥＳが岩沼市の高齢者を対象に実

施した2010年、13年、16年の調査結果を分析した。震災前にうつ症状がなかった人のうち13.6％に13年時点でうつ症状がみられた。16年になると、そのうち5割は回復していた。

一方、ＰＴＳＳのある人は13年時点で全体の11％に上った。16年時点では、そのうち6割は回復し、4割にはまだＰＴＳＳがみられた。

2275人の被験者の心的外傷後ストレス症状と1735人のうつ病患者の調査
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PTSS （n=106） 非PTSS （n=147）
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長期影響30

Kino S, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Long-term Trends in Mental Health Disorders After 
the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. JAMA Netw Open. 2020 Aug 3;3
(8):e2013437. doi:10.1001/jamanetworkopen.2020.13437.

大規模災害の被災者には、心的外傷後ストレス症状（PTSS）やうつ症状がよく見られる。しかし、その後、長期間にわたって参加者を追跡して精神疾患症状を把握したり、地域

における精神疾患症状の有病率を記録した研究はほとんどない。岩沼市に住む高齢被災者2,781名を対象とした研究において、心的外傷後のストレス症状やうつ状態を訴えた

高齢者の約半数が、震災から5年半後までに回復していた一方、約半数は5年以上たっても症状を訴えていた。ところが、地域全体でみると、うつ病の有病率は、震災前と震災後

のデータを比較しても、一定であることがわかった。このことから、地域自体に「逆境や困難にあってもしなやかに回復する力」が備わっていることを示唆している。
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個人の精神疾患症状は震災前後で変化するが、地域の有病率は変化しない

2010年 2013年 2016年

うつ症状
PTSS

2011年の東日本大震災の後、家屋被害を経験した人はメタボリックシンドロームのリスクが高まることは分かっていたが、そのメカニズムは解明されていなかった。芝孝一郎は、

東日本大被災で被災した65歳以上の高齢者約1,165名を対象に、2010年の震災前と2013年の震災後のデータを分析した結果、BMI悪化の指標の72.6％が家屋損壊と仮設

住宅への転居によってもたらされることが実証された。飲食店が近くなるなどの近隣環境の変化や、新たな住環境で料理がしづらくなるなどの要因が考えられるが、仮設住宅の

転居によるBMI増加の関連性についてはさらなる研究が必要といえる。

仮設住居への転居によるBMI増加リスク

家屋損壊・仮設住宅への転居とBMI増加の関連性の実証

28

Shiba K, Aida J, Kondo K, Nakagomi A, Arcaya M, James P, Kawachi I: Mediation of the relationship between home loss and worsened cardiometabolic profiles of older disaster survivors by post-disaster relocation: A natural 
experiment from the Great East Japan earthquake and tsunami. Health & Place. 2020 Nov 1;66:102456. doi:10.1016/j.healthplace.2020.102456
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自宅全壊、メタボリック症候群リスクに長期的影響

震災で自宅が全壊した高齢者は自宅に被害のなかった人に比べ、震災から2年半後の時点でメタボリック症候群のリスクが高くなっていた。米ハーバード公衆衛生大学院の芝孝一郎らはそんな

研究結果をまとめた。自然災害の長期的な健康影響を明らかにした画期的な成果だ。ＪＡＧＥＳが岩沼市の高齢者を調べた2010年と13年のデータに、同市が実施した健康診断のデータを付き合

わせ、1,195人分のデータを分析。自宅が全壊した人では被害のなかった人を、体格指数（ＢＭＩ）で0.81、腹囲で4.26cmそれぞれ上回り、ＨＤＬコレステロールは4.77mg/dl下回っていた。家族・友

人との死別や自宅への小規模な被害と、メタボのリスクとの間には関連がみられなかったことから、仮設住宅への転居など自宅が全壊した人に特有の状況が原因となっている可能性がある。
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n=1,195。震災前後の値の変化の推定値が●で示されています。
その周りの線が0をまたいでいない場合、統計的に有意な差があったことを示します。 

家屋被害の程度と震災前後のメタボリック症候群リスク変化（2010－2013年間）
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Shiba K, Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Long-Term Associations Between Disaster Experiences and 
Cardiometabolic Risk: A Natural Experiment From the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Am J 
Epidemiol. 2019 Jun 1;188(6):1109-1119. doi:10.1093/aje/kwz065.

岩沼市の沿岸部で被災し自宅を失った人たちはプレハブの仮設住宅や、民間物件を行政が借り上げる「みなし仮設住宅」に入った。それらは市の中心部にあり、震災前に沿岸

部にいた頃よりも飲食店やスーパーに行きやすくなった。香港大公衆衛生大学院の引地博之らは、そんな生活環境の変化が高齢者の健康に与えた影響を調べようと、ＪＡＧＥＳ

の2010年と13年の調査データを3,567人について分析。

震災後、自宅から飲食店や食料品店までの最短距離が大幅に短縮した人は、体格指数（ＢＭＩ）が25以上の肥満になるリスクが高いという結果が得られた。自宅から店までの最

短距離が1km短くなることによるリスクの上昇は、居酒屋が1.43倍、ファストフード店が1.44倍、スーパーが1.46倍だった。被災者の健康を保つには転居先の生活環境への配慮

も重要であることが示唆された。

転居で飲食店が近くなると肥満リスクが上昇

1.43

居酒屋

1.44

ファストフード

1.46

スーパーマーケット
1.40

1.48

1.46

1.44

1.42
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ッ
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比

注：この解析では、震災前に標準BMIであったが、震災後に肥満
（BMI25以上）になった人に着目し、BMIの変化が飲食店・食料
品店までの最短距離の差（震災前最短距離と震災後最短距離
の差分）と関連しているかどうかを検証した。オッズ比は全て統
計的に有意であった。

自宅から飲食店・食料品店までの距離と肥満リスクの関連
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Hikichi H, Aida J, Kondo K, Tsuboya T, Kawachi I: Residential relocation 
and obesity after a natural disaster: A natural experiment from the 2011 
Japan Earthquake and Tsunami .  Sc i  Rep.  2019 Jan 23 ;9(1) :374 .  
doi:10.1038/s41598-018-36906-y.

Tsuboya T, Aida J, Hikichi H, Subramanian SV, Kondo K, 
Osaka K, Kawachi I: Predictors of depressive symptoms 
fo l lowing the Great  East  Japan earthquake:  A  
prospective study. Soc Sci Med. 2016 Jul;161:47-54. 
doi:10.1016/j.socscimed.2016.05.026. Epub 2016 May 20.

震災は多くの人の心に深い傷跡を残した。東北大大学院歯学研究科の坪谷透らは、岩沼市の高齢者3,464人について、震災前の2010年と震災後の13年に調査したデータを

分析。震災から約2年半たっても被害が被災者を精神的に悩ませていることを明らかにした。それによると、被害のうち「自宅の全壊」「職を失った」「被災後に精神科を受診できな

かった」ということが13年時点でのうつ症状の悪化に関連していた。自宅が全壊したことによる悪化は特に男性で顕著だった。

被災後に精神科医らの診療チームが活動することにより影響を軽減できる可能性を示唆する結果だ。

3つの出来事がうつ症状悪化に影響

自宅全壊
（男女）
（n=153）

自宅全壊
（男性）

自宅全壊
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（n=134）

精神科受診障害
（n=17）
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う
つ
症
状
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の
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点

※縦軸の値は高齢者用うつ症状尺度（15項目
版geriatric depression scale）の得点の
悪化分を意味する。
※自宅全壊、仕事の喪失、精神科受診障害（精
神科を受診できなかったこと）は、震災後約
3年後の抑うつ状態の悪化と統計学的に有
意な関連を示した。

抑うつ症状の悪化の程度

震災後20

内科受診は高齢者自立の鍵

震災による被害と高齢者自立度の悪化の関連

高齢者がどれだけ自立した生活をしているかを測る物差しとして「ＩＡＤＬ（手段的日常動作能力）」がある。調理や買い物、金銭の管理など13項目について、できるかできないかで

点数化し、点数が高いほど自立度は高い。東北大大学院歯学研究科の坪谷透らは、岩沼市の高齢者3,547人について震災前の2010年8月に調べたＩＡＤＬのデータと、13年10

月に調べた震災による被害とＩＡＤＬのデータを分析。「自宅が全壊した」「失職した」「震災後に内科を受診できなかった」という3項目がＩＡＤＬの低下に関連するとの結果を得た。内

科を受診できないことが生活自立度の低下につながる道筋としては、糖尿病や心臓病など持病のある人が薬の処方を受けられないことが考えられる。被災地の医療体制が回復

するまで活動する医療チームの派遣などの支援策が、高齢者の自立生活維持に役立つ可能性が示唆された。
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※縦軸の値は高齢者の自立度(13項目版Instrumental Activities of
　Daily Living, IADL)の得点の悪化分
※自宅全壊、 仕事の喪失、 内科受診障害（震災後に内科を受診できなかっ
　たこと）は、 震災後約3年後の自立度の悪化と統計学的に有意な関連を
　示した
※加齢による自立度の悪化との比較のために、 1歳の加齢、 10歳の加齢の
　グラフを併記した

自宅の全壊 仕事の喪失 内科受診障害 1歳の加齢 10歳の加齢

157人 141人 161人
（n=3,547）
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Tsuboya T, Aida J, Hikichi H, Subramanian SV, Kondo K, Osaka K, Kawachi I: 
Predictors of decline in IADL functioning among older survivors following the Great 
East Japan earthquake: A prospective study. Soc Sci Med. 2017 Mar;176:34-41. 
doi:10.1016/j.socscimed.2017.01.022. Epub 2017 Jan 18.
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自宅喪失は５年半後も認知機能低下のリスク

震災で自宅を失ったことが震災から5年半たっても高齢者の認知機能低下のリスク要因となっているという研究結果を、香港大公衆衛生大学院の引地博之らがまとめた。

岩沼市で2010年8月に調査した高齢者を16年11月に追跡調査し2,810人のデータを集めて分析。震災で自宅が全壊した人は、自宅が無事だった人に比べ認知機能低下のリス

クが高くなっていた。自宅を失い、転居したことで友人や近所の人たちとの付き合いがなくなり、１日当たりの歩行時間も減ったことが認知機能の低下をもたらした可能性がある。

対策としては、転居先で高齢者が社会参加できる場をつくることなどが考えられる。
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   有意な関連があることを示す
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（n=2,810）

認知機能低下のリスク要因

長期影響29

Hikichi H, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Persistent 
impact of housing loss on cognitive decline after 
the 2011 Great East Japan earthquake and tsunami: 
Evidence from a 6-year  longitudinal  study.  
Alzheimers Dement. 2019 Aug;15(8):1009-1018. 
doi:10.1016/j.jalz.2019.04.016. Epub 2019 Aug 1.

メンタルヘルスへの長期的影響

災害で親族を亡くしたり自宅が被害に遭ったりして重度の精神的トラウマを受けると、つらい記憶が突然よみがえるなどの心的外傷後ストレス反応（ＰＴＳＳ）や、

うつ症状が出ることがある。メンタルヘルスに震災が及ぼす長期的な影響を調べるため、米ハーバード公衆衛生大学院の木野志保らは、ＪＡＧＥＳが岩沼市の高齢者を対象に実

施した2010年、13年、16年の調査結果を分析した。震災前にうつ症状がなかった人のうち13.6％に13年時点でうつ症状がみられた。16年になると、そのうち5割は回復していた。

一方、ＰＴＳＳのある人は13年時点で全体の11％に上った。16年時点では、そのうち6割は回復し、4割にはまだＰＴＳＳがみられた。

2275人の被験者の心的外傷後ストレス症状と1735人のうつ病患者の調査
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Kino S, Aida J, Kondo K, Kawachi I: Long-term Trends in Mental Health Disorders After 
the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. JAMA Netw Open. 2020 Aug 3;3
(8):e2013437. doi:10.1001/jamanetworkopen.2020.13437.

大規模災害の被災者には、心的外傷後ストレス症状（PTSS）やうつ症状がよく見られる。しかし、その後、長期間にわたって参加者を追跡して精神疾患症状を把握したり、地域

における精神疾患症状の有病率を記録した研究はほとんどない。岩沼市に住む高齢被災者2,781名を対象とした研究において、心的外傷後のストレス症状やうつ状態を訴えた

高齢者の約半数が、震災から5年半後までに回復していた一方、約半数は5年以上たっても症状を訴えていた。ところが、地域全体でみると、うつ病の有病率は、震災前と震災後

のデータを比較しても、一定であることがわかった。このことから、地域自体に「逆境や困難にあってもしなやかに回復する力」が備わっていることを示唆している。
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個人の精神疾患症状は震災前後で変化するが、地域の有病率は変化しない
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うつ症状
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2011年の東日本大震災の後、家屋被害を経験した人はメタボリックシンドロームのリスクが高まることは分かっていたが、そのメカニズムは解明されていなかった。芝孝一郎は、

東日本大被災で被災した65歳以上の高齢者約1,165名を対象に、2010年の震災前と2013年の震災後のデータを分析した結果、BMI悪化の指標の72.6％が家屋損壊と仮設

住宅への転居によってもたらされることが実証された。飲食店が近くなるなどの近隣環境の変化や、新たな住環境で料理がしづらくなるなどの要因が考えられるが、仮設住宅の

転居によるBMI増加の関連性についてはさらなる研究が必要といえる。

仮設住居への転居によるBMI増加リスク

家屋損壊・仮設住宅への転居とBMI増加の関連性の実証

28

Shiba K, Aida J, Kondo K, Nakagomi A, Arcaya M, James P, Kawachi I: Mediation of the relationship between home loss and worsened cardiometabolic profiles of older disaster survivors by post-disaster relocation: A natural 
experiment from the Great East Japan earthquake and tsunami. Health & Place. 2020 Nov 1;66:102456. doi:10.1016/j.healthplace.2020.102456
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震災による住宅被害と認知症度の関連

住宅被害が大きいほど認知症が進行

震災によって自宅が大規模半壊あるいは全壊の被害を受けた高齢者は全く被害がなかった高齢者に比べ、認知症がより進行したという結果を米ハーバード公衆衛生大学院の

引地博之らがまとめた。自宅全壊が認知症の進行に及ぼす影響は脳卒中よりも大きかった。ＪＡＧＥＳが震災前の2010年8月に岩沼市の全高齢者を調べたデータと、震災から約

2年半後の13年10月に追跡調査した計3,566人分のデータを分析した。認知症と判定された人の割合は震災前の4.1％から震災後は11.5％に増加。自宅への被害が大きいほど

認知症が進む傾向がみられ、大規模半壊と全壊の場合は、被害のなかった場合に比べ、認知症の進行が特に目立った。分析によると、自宅への被害がうつ発症の引き金になる

ことと、近所の人とのコミュニケーションを阻害することが、認知症の進行をもたらす可能性が示唆された。
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Hikichi H, Aida J, Kondo K, Tsuboya T, Matsuyama Y, Subramani 
an SV, Kawachi I: Increased risk of dementia in the aftermath of 
the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami. Proc Natl 
A cad  S c i  USA .  2016  Nov  8 ; 113 (45 ) : E6911 -E6918 .  
doi:10.1073/pnas.1607793113. Epub 2016 Oct 24.

住宅の転居と震災後のうつ発症の関連

震災によって住居を失い、転居を余儀なくされる人は多い。こういった転居と被災者の心理的問題について、震災前後のデータを用いた分析は今までになかった。JAGESでは、

震災前の2010年と震災後の2013年に調査した、岩沼市の高齢者3,567名の調査データを分析。転居と震災後のうつ発症リスクの関連について調べた。その結果、転居しな

かった人と、みなし仮設や新居への転居者ではうつ発症リスクに違いはなかったものの、仮設住宅へ転居した人では震災後のうつ発症リスクが2倍となっていた。高齢者の仮設

住宅への転居がうつ発症リスクとなる可能性が示唆された。

仮設住宅への転居でうつ発症リスクが2倍に
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※年齢、性別、主観的健康感、教育歴、所得、独
居、震災による身近な親族や友人との死別、
家屋被害の影響を調整しています。
※＊は統計的に有意な関連があったことを示
しています。
※分析対象は2010年調査時にうつではな
かった2,242名
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Sasaki Y, Aida J, Tsuji T, Miyaguni Y, Tani Y, Koyama 
S, Matsuyama Y, Sato Y, Tsuboya T, Nagamine Y, 
Kameda Y, Saito T, Kakimoto K, Kondo K, Kawachi I: 
Does Type of Residential Housing Matter for 
Depressive Symptoms in the Aftermath of a 
Disaster? Insights From the Great East Japan 
Earthquake and Tsunami. Am J Epidemiol. 2018 Mar 
1;187(3):455-464. doi:10.1093/aje/kwx274.

震災は被災者のメンタルヘルスにも重大な影響を及ぼした。震災後のうつ症状は、その後の死亡率上昇に関連しているとする研究結果を米ハーバード公衆衛生大学院の

Xiaoyu Liらがまとめた。ＪＡＧＥＳが2010年と13年に岩沼市の高齢者を対象に実施した調査のデータと、17年3月までの死亡に関するデータを併せて分析。対象者2,965人のう

ち13年時点でうつ症状がある人は33％、強い恐怖体験が何度も思い出されて恐怖におびえる心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）のある人は25％に上った。

うつ症状がある場合は、ない場合に比べ、その後の死亡率が約2倍高くなっていた。ＰＴＳＤの有無による死亡率の違いはみられなかった。

災害後にうつ症状のある人を早い段階で発見し、治療につなげることの重要性を示す結果だ。

うつ症状が死亡率を高める可能性

災害後のうつ症状、心的外傷後ストレス障害（PTSD）および死亡率

震災後25

Li X, Aida J, Hikichi H, Kondo K, Kawachi I: Association of 
Postdisaster Depression and Posttraumatic Stress Disorder With 
Mortality Among Older Disaster Survivors of the 2011 Great East 
Japan Earthquake and Tsunami. JAMA Network Open. 2019;2
(12):e1917550. doi:10.1001/jamanetworkopen.2019.17550.

うつ症状 うつ症状と
心的外傷後ストレス障害

（PTSD）

PTSD
0

3

2.5

2

1.5

1

0.5

死
亡
リ
ス
ク(

倍)

※図は、うつ症状もPTSDも発症していない人に対して、
うつ症状のみ、うつ症状とPTSD併発、PTSDのみと死
亡リスクについてCOX回帰分析を行われ、相対的な
危険度を示します。
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震災被害で関節炎発症のリスク

震災による健康への影響は長期かつ多岐に及んでいることが報告されている。しかし、関節炎の発症に影響を及ぼすかどうかを検証した研究はこれまでになかった。そこで、65歳

以上の高齢者2,360人を対象に、震災前(2010年)と震災後(2013年)の追跡調査データを分析し、震災の被害と関節炎の発症について検証した。その結果、震災で「経済状況

の悪化」や「住宅被害」を受けた人は、被害を受けていない人に比べて、関節炎の発症リスクが最大で16％増加することがわかった。また、整形外科への受診を控えることも関節

炎発症リスクを増加させることになる。震災後の医療サポート体制の確立が重要ということが示された。

震災被害で関節炎発症のリスクが最大で16%増加
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震災による被害があった人ほど、
震災後の関節炎の発症割合が高い
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